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はじめに    

板橋区では、平成15（2003）年に、男女平等参画社会実現に向け板橋区男

女平等参画基本条例（以下「条例」という。）を制定しました。この条例では、

５つの基本理念を定め、区、区民、事業者・民間団体それぞれの責務を明らかに

するとともに男女平等参画社会実現のための行動計画の策定を義務付けています。 

区では、この条例に基づき、男女平等参画社会実現のための第四次板橋区行動

計画［計 画期間： 平成２ ３年度 ～2７ 年 度）］（ 以下「第 四次行 動計画 」とい

う。）を策定し、男女平等参画に関する施策を総合的・計画的に推進しています。 

  本書は、条例第８条に基づく実施状況報告書として作成 したものです。 
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１ 計画の概要 

（１）計画の目的 

平成15（2003）年に制定した条例に基づき、男女平等参画社会の実現に向け

て総合的かつ計画的に施策を推進するために策定したものです。 

（２）計画の性格 

男女共同参画社会基本法に定める「市町村男女共同参画計画」に該当するもの

であると同時に、条例に規定する行動計画であり、「男女平等参画社会実現のた

めの第三次板橋区行動計画いたばしアクティブプラン」を継承、発展させるもの

です。 

また、めざす姿４の課題13～18及び施策の方向19～25を「板橋区配偶者暴力

防止基本計画」として位置付けています。 

（３）計画の期間 

平成23（2011）年度から平成27（2015）年度までの５か年です。 

（４）計画の理念（条例第３条） 

すべての区民が、個人としての尊厳を重んじられ、性別による差別的な取扱い

を受けることなく、個人としての能力を発揮し、ともに住みよいまちをつくる男

女平等参画社会の実現をめざして、条例に規定する５つの基本理念に基づき、男

女平等参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを

目的としています。 

①人権の尊重 

②個性や能力の発揮 

③活動方針を決定する過程への参画 

④多様な生き方の選択 

⑤家庭生活と社会活動の両立 

（５）計画の実施における重要な視点 

行動計画の施策・事業を実施するにあたっては、第三次板橋区行動計画策定後

の経済社会の変化や、国・東京都などの動き、区民・事業者等の意識、第三次板

橋区行動計画の進捗状況などを踏まえ、以下を重要な視点と位置付けています。 

①仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

②配偶者等からの暴力防止及び被害者支援の充実 

③生活困難を抱える人々への対応 

（６）めざす姿（目標） 

第四次行動計画では、板橋区がめざす男女平等参画社会の姿を、次の４つの

“めざす姿”として表現し、目標としました。 

①「男女平等参画」の意義を広く理解し、行動に結びつく社会 

②生涯を通じて男女が個性と能力を発揮し、安心して暮らせる社会 

③男女が仕事と生活の調和を保ち活躍できる社会 

④男女の平等と人権が尊重される社会 
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２ 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課 題 めざす姿 

「男女平等参画」の意義を

広く理解し、行動に結び 

つく社会 

男女が仕事と生活の調和を

保ち活躍できる社会 

生涯を通じて男女が個性と

能力を発揮し、安心して 

暮らせる社会 

計画を推進するための仕組み 

 

１ 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

 

行動に結びつく男女平等の意識づくり １ 

学校等における男女平等教育・学習の充実 ２ 

政策・方針決定過程等における女性の参画促進 ３ 

働く場における男女平等参画の推進 ４ 

さまざまな困難を抱える男女が安心して生活できる環境づくり ５ 

高齢期に安心して生活できる環境づくり ６ 

生涯にわたる心とからだの健康支援 ７ 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の普及・推進 ８ 

育児や介護を行う区民が働き続けやすい環境の整備 ９ 

子育て・高齢者・障がい者を支援する福祉サービス等の充実 10 

男女がともに家庭生活を担うための支援 11 

男女がともに地域活動に参画するための支援 12 

女性に対するあらゆる暴力を許さない社会へ向けた啓発・教育 13 

性別等に基づくあらゆる人権侵害や暴力等への対応 19 

人材育成の推進 18 

関係機関等との連携推進 17 

ＤＶ被害者が自立するための支援 16 

緊急時における被害者の安全確保と適切な支援 15 

ＤＶ被害者の立場に立った相談体制の構築 14 

計画の推進体制の充実 方策１ 

板橋区における男女平等参画の推進 方策２ 

男女の平等と人権が尊重 

される社会 
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点線内は、板橋区における「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な

計画」に該当する範囲を示します。 

施策の方向  

１ 男女平等意識の普及・啓発 

２ 男女平等推進センター スクエアー・Ｉ（あい）の機能充実・活性化 

３ 学校、幼稚園、保育園等における男女平等意識の形成 

４ 教育に携わる者の男女平等意識の向上 

５ 政策・方針決定過程等への女性の参画拡大 

 

６ 男女の均等な機会と待遇の確保促進 

７ 多様な能力の発揮を可能にするための支援 

８ ひとり親家庭等が安心して生活できる環境づくり 

９ 高齢者の安心した生活に向けた支援 

10 生涯を通じた男女の健康づくり支援 

 

11 ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発の推進 

12 ワーク・ライフ・バランス推進のための環境整備 

13 ワーク・ライフ・バランスを推進する企業・事業所を社会的に評価する仕組み構築 

14 多様なライフスタイルに対応した子育て支援 

15 子育てに関する相談支援 

16 高齢者・障がい者とその家族を支援する福祉サービスの充実 

17 男女が協力して家事・育児・介護等を担うための支援 

18 地域活動への参画促進 

 

19 女性に対する暴力の防止に向けた啓発の推進 

20 早期発見へ向けた仕組みづくり 

21 ＤＶ相談体制の強化・充実 

22 ＤＶ被害者の一時保護 

23 自立生活再建のための支援体制 

24 関係機関等との連携推進 

25 相談等に関わる人材の育成 

 

26 性別等に基づく人権侵害の防止 

27 メディアへの対応 
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３ 評価の目的・対象 

（１）評価の目的 

条例第８条で定める行動計画について、区が取り組むべき施策・事業等につい

て各課が自己評価（一次評価）を行うとともに、条例第14条第2項により男女

平等参画推進本部が総合的に最終評価（二次評価）を行い、評価結果を次年度以

降に反映させていくことで進行管理をしていきます。 

なお、平成２６年度に男女平等参画審議会による評価(外部評価)の見直しを行

い、従来、単年度ごとに実施していた外部評価については、次期行動計画の策定

に向けて現行動計画の計画期間５年間を総括して評価する形に改めました。 
 

（２）評価の対象 

第四次行動計画（平成23年度～平成27年度）の平成26年度の実施結果を評

価します。 
 

４ 評価の種類・方法・流れ 

（１）評価評語と定義 

第四次行動計画の推進体制の充実を図るために、各取組（事業等）が計画にお

けるめざす姿（目標）の達成及び課題の解決に向け、どのように効果があったか、

下記の①②により評価を実施します。 

① 一次評価（所管課による自己評価） 

「第四次行動計画一次評価表（平成26年度評価）」により所管課が51の

「取組」ごとに自己評価を行います。 

また、従来「男女平等の視点による評価」よりも「事業達成の評価」に偏

りがちであったことを勘案し、本評価では「男女平等参画の視点から寄不し

たか(寄不度)」、「計画期間中（23年度～27年度）における事業等の達成

状況(達成度)」をそれぞれ検証したうえで総合評価を行います。 
 

 

■所管課による｢取組｣に対する評価評語及び定義 

⑴男女平等参画の視点から寄与したか  

評価評語 定義 

Ａ 男女平等参画を著しく進めた工夫等があった。 

Ｂ+ 男女平等参画をより進めるための工夫等があった。 

Ｂ 男女平等参画を進めるための工夫等があった。 

Ｂ- 男女平等参画を進めるためにさらなる工夫が必要である。 

Ｃ 男女平等参画への工夫が丌十分であり、取組の内容を見直す必要がある。 
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⑵計画期間中（23年度～27年度）における事業等の達成度における評価  

評価評語 定義 

Ａ 事業等は、計画を超えて（100％以上）進捗している。 

Ｂ+ 事業等は、計画どおり（90％～100％未満）進捗している。 

Ｂ 事業等は、概ね計画どおり（70％～９０％未満）進捗している。 

Ｂ- 
事業等は、計画に遅れ（70％未満）が生じていたり、他の要因から計画

の変更・見直しや繰り延べが必要になっていたりしている。 

Ｃ 見直し等により事業終了となった。 

 

※一次評価［⑴と⑵の総合評価］ 

評価評語 定義 

Ａ 
取組の実施内容が「施策の方向」や「課題」の解決に著しく寄不し、かつ

効果的に進捗している。 

Ｂ+ 
取組の実施内容が「施策の方向」や「課題」の解決に寄不し、かつ順調に

進捗している。 

Ｂ 
取組の実施内容が「施策の方向」や「課題」の解決に寄不し、概ね計画ど

おりに進捗しているが、やや工夫の余地がある。 

Ｂ- 
取組の実施内容が「施策の方向」や「課題」の解決にさらなる改善を要

し、計画の変更・見直しや繰り延べが必要である。 

Ｃ 取組の内容・事業を見直す必要がある。 

 

②二次評価（男女平等参画推進本部による評価） 

一次評価の結果から、男女平等参画推進本部が「取組」「課題」「めざす姿」

の評価を行います。評価結果は、公表するとともに、次年度以降に反映し、

ＰＤＣＡサイクルを機能させていきます。 

■推進本部による｢取組｣に対する評価評語及び定義 

評価評語 定義 

Ａ 取組の推進に最適な内容(手段)で、優れた実績があった。 

Ｂ+ 取組の推進に合致した内容(手段)で、効率的に実施されている。 

Ｂ 取組の推進に概ね合致した内容(手段)であるが、工夫の余地がある。 

Ｂ- 取組の推進に概ね合致した内容(手段)であるが、積極的な改善を求める。 

Ｃ 取組の推進につながっておらず、内容(手段)を見直す必要がある。 

■推進本部による｢課題｣・｢めざす姿｣に対する評価評語及び定義 

評価評語 定義 

Ａ 課題解決（めざす姿の達成）に向けて進捗している。 

Ｂ+ 課題解決（めざす姿の達成）に向けて進捗しているが、さらなる拡充が期待される。 

Ｂ 課題解決（めざす姿の達成）に向けて概ね進捗している。 

Ｂ- 課題解決（めざす姿の達成）に向けて、さらなる改善が求められる。 

Ｃ 課題の解決（めざす姿の達成）につながっておらず、丌十分である。 
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（２）評価の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 評価結果集計 

 

（１）一次評価結果の集計 

所管課による自己評価では、51の「取組」に関わる延べ107の課が自らの所管する

事業について評価をしました。結果は以下のとおりです。 

 

               （単位：延べ107の所管課が行った自己評価の件数） 

評価評語 めざす姿１ めざす姿２ めざす姿３ めざす姿４ 合  計 

Ａ 10 19 15 18 62(57.9％) 

Ｂ+ 6 11 9 8 34(31.8％) 

Ｂ 2 2 2 3 9( 8.4％) 

Ｂ- 1 1 0 0 2( 1.9％) 

Ｃ 0 0 0 0 0( 0.0％) 

計 19 33 26 29 107(100.0％) 

 

 

 

 

行動計画の推進、事務事業の実施【前年度４月～３月】 

一次評価（行政の内部評価）【４月】 

行動計画に位置付けた取組（事業等）の所管課による自己評価 

二次評価（行政の最終評価）【７月】 

※男女平等参画推進本部で最終評価を決定 

 

公表【８月】、評価結果を次年度以降に反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※男女平等参画推進本部：男女平等参画施策を総合的に企画し、進行管理、実施結果の評価 

並びに調整を実施。区長主宰のもとに、副区長及び板橋区組織規則に定める部長、教育長、 

保健所長、会計管理者、教育員会事務局次長、選挙管理委員会事務局長、常勤の監査委員、 

監査委員事務局長、区議会事務局長をもって構成する。 
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（２）二次評価結果の集計 

男女平等参画推進本部による二次評価では、51の「取組」、19の「課題」と４

つの「めざす姿」を評価しました。結果は以下のとおりです。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「取組」では「A」と「B+」で76％強、「課題」では「A」と「B+」で68％強、

「めざす姿」では「A」と「B+」で75％となっています。 

 

 

 

評価評語 めざす姿１ めざす姿２ めざす姿３ めざす姿４ 合  計 

Ａ 2 4 1 3 10(19.6％) 

Ｂ+ 5 7 7 10 29(56.9％) 

Ｂ 5 2 1 1 9(17.6％) 

Ｂ- 1 0 0 1 2( 3.9％) 

Ｃ 0 1 0 0 1( 2.0％) 

計 13 14 9 15 51(100.0％) 

 

 

 

評価評語 
平成２５年度評価 平成２６年度評価 

取組 課題 めざす姿 取組 課題 めざす姿 

Ａ 13(25.5％) 4(21.1％) 0( 0.0％) 10(19.6％) 3(15.8％) 0( 0.0％) 

Ｂ+ 27(52.9％) 8(42.0％) 3(75.0％) 29(56.9％) 10(52.6％) 3(75.0％) 

Ｂ 10(19.6％) 6(31.6％) 1(25.0％) 9(17.6％) 5(26.3％) 1(25.0％) 

Ｂ- 1( 2.0％) 1( 5.3％) 0( 0.0％) 2( 3.9％) 1( 5.3％) 0( 0.0％) 

Ｃ 0( 0.0％) 0( 0.0％) 0( 0.0％) 1( 2.0％) 0( 0.0％) 0( 0.0％) 

計 51(100.0％) 19(100.0％) 4(100.0％) 51(100.0％) 19(100.0％) 4(100.0％) 

前年度と比較すると、「課題」では「Ａ」が１つ減り、「Ｂ+」が２つ増え、 

「Ｂ」が１つ減りました。「めざす姿」では増減なしでした。 

評価評語 

めざす姿 

課題              

取組   

   

Ａ 10(19.6％) 3(15.8％) 0( 0.0％) 

Ｂ+ 29(56.9％) 10(52.6％) 3(75.0％) 

Ｂ 9(17.6％) 5(26.3％) 1(25.0％) 

Ｂ- 2( 3.9％) 1( 5.3％) 0( 0.0％) 

Ｃ 1( 2.0％) 0( 0.0％) 0( 0.0％) 

計 51(100.0％) 19(100.0％) 4(100.0％) 

二次評価の前年度比較 

全取組に対する評価 



寄
与
度

達
成
度

総
合

区民まつりや成人式
等、多くの区民が集
まる場における普
及・啓発活動の展開
男女社会参画課

年代や状況等に応じ
た効果的な普及・啓
発方法の工夫
男女社会参画課

2

実践につ
ながる地
域の課題
解決支援

DV講座等、地域で課
題を共有し解決につ
なげる取組の実施
男女社会参画課

・ＤＶ防止セミナー
参加者：17人
・大学祭での意識啓
発活動
来場者：1,337人（男
356人　女865人　子
ども116人）

・ＤＶ防止セミナー
を開催し、区民向け
の意識啓発を実施し
ました。
・区内５大学の大学
祭に出展し、学生等
の若年層に対しＤＶ
防止啓発品を配布し
て意識啓発を実施し
ました。

Ａ Ａ Ａ

平成26年度はＤＶ防
止を地域の課題と捉
え、大学祭でのＤＶ
防止に向けた啓発活
動に加え、ＤＶ防止
セミナーではより理
解を深めやすいよう
即興劇を交えて実施
するなど新しい試み
を実施しました。

B+

ＤＶ防止を地域での
課題としてとらえ、
大学祭で多くの来場
者に対して啓発でき
ました。新しい試み
でのセミナーは参加
者が尐なく、集客力
のある企画が今後の
課題であると考えま
す。

メ-ルマガジン、携帯
サイト等多様な通信
媒体の活用
男女社会参画課

ホームページや情報
誌の見直し・充実
男女社会参画課

チラシ・パンフレッ
ト等の配布方法の見
直し
男女社会参画課

「男女共同参画週
間」や「女性に対す
る暴力をなくす運
動」期間等に戦略的
なPRを実施
男女社会参画課

６　平成２６年度　実施状況と評価 ※平成27年4月に組織改正がありましたが、平成26年3月末
　の組織名を用いています。

めざす姿１  「男女平等参画」の意義を広く理解し、行動に結びつく社会
二次評価

B
　男女平等の意識啓発について様々な機会をとらえて実施していますが、平成26年度に実施した意識・実態調査結果では、条例の認知度が低
く「内容まで知っている」「聞いたことはあるが内容は知らない」という回答を合わせても２割に満たず、本計画期間中（５年間）の目標値
である50％の半分以下という結果でした。また、センターの認知度については、８割以上の区民が「知らない」と回答しており、男女平等参
画推進の拠点としては認知度が低すぎるように思われました。このため、条例をはじめとする男女平等の意識啓発について、より効果的な方
法を検討し推進していきます。また、意識・実態調査により区職員の条例認知度についても低いことも確認できたため、庁内の理解促進と定
着に向け早急に取り組んでいきます。
　男女混合名簿実現が100％となった小中学校においては、今後も、男女平等の大切さを育むための配慮や取組を進める等、学校生活におい
て固定的役割分担意識にとらわれない教育・男女平等の実現に向けた生活指導を進めていきます。
　政策・方針決定過程における女性の参画については、40％という高い目標に反して依然30％前後の頭打ち状態が続いているため、より積極
的な登用を促進する仕組みの構築をめざし、成果に結び付けていくよう取り組んでいきます。
　女性リーダー育成と活用に向けては、意識啓発に向けた取組を進めていますが、町会・自治会や商店街連合会、産業連合会においては、女
性の会長や役員・理事等への登用がまだまだ進んでいない状況です。今後も情報発信など工夫を凝らし参画についての取組を進めていきま
す。

課題１ : 行動に結びつく男女平等の意識づくり
二次評価

B
　男女平等の意識啓発については、区民まつりや成人式、大学祭など多くの区民が集まる機会をとらえて実施しています。しかしながら、意
識・実態調査結果では条例の認知度やセンターの認知度が低く、より効果的な方法を検討し推進していくことが必要です。今後も、一層の工
夫を凝らして意識啓発や情報提供を続けていきます。また、区職員の条例認知度が低いため、庁内の理解促進と定着に向け早急に取り組んで
いきます。
　登録団体の育成・支援を通じ、男女平等参画を推進する区民の裾野拡大に努め、男女平等推進センターの活性化につながるよう取り組みま
す。センターの相談業務についても、内容の見直しや女性健康支援センターとの連携により、区民ニーズに即した展開ができるよう検討を進
め、一層の充実を図ります。

施策の方向: (１)男女平等意識の普及・啓発

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

1

板橋区男
女平等参
画条例の
理念の理
解と定着

・区民まつり
　２日間［来場者数
490人
 男107人 女234人 子
ども149人]
・成人式(区内18地
区)[対象者4,651人
男2,434人 女2,217
人］

区民まつりでは、本
条例のパネル掲出や
パンフレット配布を
実施しました。
成人式会場で条例を
紹介するカードを配
布し啓発活動に取り
組みました。その
他、事業開催の機会
を捉えて積極的にパ
ンフレットを配布し
ました。

B+ B+ B+

区民まつりでは、区
職員と登録団体ボラ
ンティアが協働し
て、区民が理解しや
すい説明を心掛けま
した。また、当課主
催事業以外でも、機
会を捉えパンフレッ
ト配布を依頼するな
ど、着実な啓発普及
活動を実施しまし
た。

B

多くの人が集まる場
面をとらえて啓発活
動を実施しています
が、意識・実態調査
の結果では条例の認
知度は低い結果と
なっています。効果
的な啓発方法を工夫
し、区民・職員の条
例理念の理解向上に
取り組んでいきま
す。

3

より効果
的な普
及・啓発
のための
手法の検
討・活用

・男女社会参画課ツ
イッターによるツ
イート14回
・センターだより発
行1回
・区民向け「あいし
てぃ」発行1回（号外
「女性のための災害
対策ハンドブッ
ク」）
・職員向け「推進
二ュース」発行1回
・登録団体による参
画週間企画のサポー
ト10団体、延参加人
数151人

課のツイッターを利
用した情報発信、開
催事業の情報を広報
いたばしやホーム
ページでＰＲ、区民
向け情報誌・職員向
けニュースの発行な
ど、多様な媒体を活
用し、幅広い年代に
向けて啓発を実施し
ました。

Ａ B+ B+

広報いたばしへの掲
載や区内施設への募
集チラシ配布など、
紙媒体を利用したこ
れまでの手法と並行
して、ツイッターの
ツイートやお知らせ
希望者へのEメール送
信、ホームページへ
の公開など、効果的
な情報発信に取り組
みました。

B

多様な媒体を活用し
て啓発に取り組んで
いますが、実際に手
にとって読んでもら
えることが大切であ
るため、読んでみた
い・アクセスしてみ
たいと思わせる「見
せ方」に工夫を凝ら
し、効果的なものと
なるよう努力してい
きます。幅広い年代
に、より効果的な情
報提供・普及啓発が
行えるよう検討を進
めていきます。

10



寄
与
度

達
成
度

総
合

大学との協働推進
男女社会参画課

商連、産連等との連
携
男女社会参画課

寄
与
度

達
成
度

総
合

センターのあり方を
検討する体制づくり
男女社会参画課

講座等の企画内容・
実施方法の見直し
男女社会参画課

区民が交流・学習す
る場としての機能充
実
男女社会参画課

センター及び事業の
周知・情報発信の充
実
男女社会参画課

女性健康支援セン
ター等との連携推進
男女社会参画課

区民との協働による
企画・事業等の実施
男女社会参画課

いたばし男女平等
フォーラムの実施
男女社会参画課

「センターだより」
の発行
男女社会参画課

7

男女平等
推進セン
ター登録
団体への
支援

男女平等推進セン
ター登録団体への支
援
男女社会参画課

・男女平等推進セン
ター登録団体数、41
団体（平成27年3月31
日現在）
・登録団体連絡会、
年３回実施
・Ｉ（あい）サロン
の実施、月１回実施
・男女平等フォーラ
ム登録団体枠(8名中4
名)の新設

連絡会の回数を増や
し、事業協力、支援
方策等について話し
合いました。Ｉ（あ
い）サロンでの団体
の実施協力を得ると
ともに、フォーラム
での団体意見反映の
ため、団体枠を新設
し、団体による展示
やミニ企画等を実施
しました。

Ａ Ａ B+

時機にかなった連絡
会開催を意識し、意
見交換等活発に行い
ました。事業実施に
あたっては団体意見
の聴取機会を増や
し、支援に努めまし
た。

B+

連絡会等での意見交
換や、協働事業の実
施等を通じ支援に努
めました。今後も男
女平等参画を推進す
る団体としての活動
を支援し、育成に努
めます。

4

大学や町
連、商
連、産連
等と協働
で進める
意識づく
り

・いたばしI（あい）
カレッジ前期
受講者28人、５回
延べ99人
・「いたばし good
balance 会社賞」募
集チラシ配付数
板橋法人会（6,000
部）、板橋産業連合
会（500部）、社労士
会板橋支部（160
部）、東京商工会議
所板橋支部（100部）

いたばしＩ（あい）
カレッジ前期で東京
家政大学との共催に
より実施しました。
また、東京商工会議
所板橋支部、産業連
合会及び板橋法人会
の協力を得て、企業
に対し情報発信をし
ました。

Ａ B+ B+

東京家政大学との共
催により、基礎的な
講座を実施し、男女
平等参画について意
識啓発を進めること
ができました。
また、「いたばし
good balance 会社
賞」の実施にあた
り、東京商工会議所
板橋支部、産業連合
会、板橋法人会に協
力を得ることで、広
く企業等に周知する
ことができました。

B

大学と共催で講座を
実施し意識啓発を進
めることができまし
た。商連や産連等と
の連携ではチラシの
配付協力のみでした
ので、一歩進んだ協
働について、今後検
討していきたいと考
えます。

施策の方向: (２)男女平等推進センター　スクエアー・Ｉ（あい）の機能充実・活性化

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

5

センター
活性化へ
向けた取
組

・センター登録団体
との連絡会議3回
・いたばし男女平等
フォーラム1回
・区民協働企画講座3
回
・いたばしＩ（あ
い）カレッジ前期5
回、後期6回
・センターだより１
回発行（5000部）
・あいしてぃ1回発行
・男女共同参画週間
の登録団体企画をサ
ポート10団体、延べ
参加者151人
・女性健康支援セン
ターと連携して、大
学祭で普及啓発活動
を実施5大学、参加者
1,337人

男女平等推進事業の
一部業務委託を行
い、民間のノウハウ
を活用して効率的に
事業を実施していま
す。
情報発信・ＰＲ活動
は、「センターだよ
り」の発行やツイッ
ターの活用、女性健
康支援センター等と
の連携による大学祭
出展を実施すること
で、広く区民に周知
することができまし
た。

Ａ Ａ Ａ

男女平等推進事業の
一部業務委託は、2年
目で業者が変わり一
から出直しとなりま
したが、適切に業者
指導することによ
り、効率的に事業実
施することができま
した。また、男女共
同参画週間における
登録団体へのサポー
トを強化し、多くの
参加者を呼び込むこ
とができました。

B

センター活性化に向
け、様々な事業や登
録団体へのサポート
等を行っていますが
意識・実態調査で
は、男女平等参画推
進の拠点として認知
度が低すぎる結果と
なってしまいまし
た。今後も認知度を
向上させ、裾野の拡
大に努めていきま
す。また、女性活躍
には女性の健康増進
が不可欠であること
から、女性健康支援
センターとの連携を
より強化し、今後
は、一体的な相談体
制の構築に取り組ん
でいきます。

6
区民との
協働推進

・区民協働企画講座3
企画実施
・男女平等フォーラ
ム参加者89人（登録
団体企画・展示参加
者延べ140人）
・センターだより１
回発行（5000部）

・公募により区民協
働企画講座を年3回実
施しました。
・公募区民と運営メ
ンバー会議を8回開催
し、フォーラムの企
画・運営を協働で行
いました。
・区民公募の編集委
員と編集会議を8回開
催し、情報誌を発行
しました。

Ａ Ａ Ａ

男女平等フォーラム
は、その前身である
女性のつどいから数
えて30周年の開催と
なり、多くの登録団
体の協力を得て、男
女平等参画に関する
企画・展示もあわ
せ、規模を拡大して
記念行事として実施
することができまし
た。

Ａ

登録団体を始めとし
た区民との協働に積
極的に取り組んでい
ます。今後も、区民
との協働により区民
の意識啓発と男女平
等推進センターが活
性化のための取組を
進めていきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
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寄
与
度

達
成
度

総
合

専門相談の実施
男女社会参画課

相談方法・相談時間
等の検討・見直し
男女社会参画課

相談事業の周知
男女社会参画課

寄
与
度

達
成
度

総
合

教材・カリキュラム
の充実
指導室

幼稚園教材・カリ
キュラムの充実
指導室

東京都教育委員会人
権尊重教育推進校の
申請
指導室

小・中学校での男女
混合名簿の推進
指導室

保育園教材・カリ
キュラムの充実
保育サービス課

粘土板・縄跳び・は
さみ等の教材の購入
や名札の絵柄などに
ついて配慮していま
す。

男女平等の視点に
立って、教材を購入
しています。また男
女の偏りなく接する
よう取り組んでいま
す。

Ａ Ａ Ａ

教材の購入や子ども
に対する接し方など
男女平等の意識を
もって保育にあたっ
ています。

寄
与
度

達
成
度

総
合

教員研修の充実
指導室

教育課程・校内研修
体制の充実
指導室

幼児教育に関わる教
員研修の充実
指導室

8
相談体制
の充実

総合相談1,372件、Ｄ
Ｖ専門相談176件、
フェミニストカウン
セリング91件

次年度に向けフェミ
ニストカウンセリン
グの見直しを行いま
した。男女平等推進
センターの相談と女
性健康支援センター
の相談を併せたポス
ターを作成し、区内
施設の女子トイレに
貼ることで、女性の
ための相談窓口の周
知に努めました。

Ａ Ａ Ａ

知識の積み上げが進
み、より的確な支援
につながっていま
す。相談業務見直し
では、時勢を鑑み、
女性の働き方をサ
ポートする視点を盛
り込み、稼働に向け
た準備を行いまし
た。

Ａ

相談窓口として、女
性の健康についての
相談も併せて周知し
たことで、区民の利
便性を高めることが
できました。相談体
制は整い、総合相談
件数も増加していま
すが、内容等の見直
しで一層の充実を図
ります。

課題２ : 学校等における男女平等教育・学習の充実
二次評価

B+
　幼尐期から学童期まで、各所管課において男女平等の大切さを育むための配慮や取組を進めています。引き続き児童等の意識向上に努め、
子どもたちが固定的な性別役割にとらわれない価値観を身に付けられるように推進していきます。
　教員や保育士、児童館・学童クラブ職員等が男女平等参画に対する正しい知識を身につけるため研修等が実施されています。今後も男女共
同参画社会実現に向けた教育の重要性を念頭に置き、実践につながるよう取り組んでいきます。

施策の方向: (３)学校、幼稚園、保育園等における男女平等意識の形成

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

9

生徒、児
童、園児
等の男女
平等意識
の向上

・板橋区人権教育推
進委員会[５回]
・小中学校での授業
研究[３回]
・男女混合名簿作成
[100％]

「平成25年度人権教
育指導資料－第24集
－」及び「人権教育
プログラム（学校教
育編）」（平成26年
３月東京都教育委員
会作成）を教育委員
会訪問等で活用しま
した。

Ａ Ａ Ａ

定例校長会におい
て、男女混合名簿と
男女別名簿の作成及
び利用の意義につい
て周知を図りまし
た。
幼児・児童・生徒の
教育活動全体におけ
る人権教育を通じた
男女平等意識の向上
を目指す指導資料と
して「平成26年度人
権教育指導資料－第
25集－」を作成中で
す。

B+

男女混合名簿の利用
の意義について校長
会で周知を図るなど
着実に取組が進んで
います。
人権教育指導資料の
活用により、今後も
人権教育を通じた男
女平等意識の向上に
努めていきます。
保育にあたっては、
教材をはじめ男女平
等の意識を持って実
施しています。

施策の方向: (４)教育に携わる者の男女平等意識の向上

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
評価

評価理由

・東京都教育委員会
実施の人権教育研究
協議会の板橋区立学
校園の参加率：98％
・人権教育全体計画
及び年間指導計画に
おける男女平等教育
の視点での取組の位
置付け：全学校園で
の位置付け

人権教育研究協議会
への参加を促すとと
もに、各種研修等に
おいて「人権教育」
の内容を設定しまし
た。
委員会訪問等で各学
校園における人権教
育に関わる指導・助
言を行いました。

Ａ Ａ Ａ

協議会への参加率が
増加しました。人権
教育の全体計画及び
年間指導計画に位置
付けられた男女平等
教育の視点の取組の
改善に向けた指導助
言を訪問した54校園
に実施し、職員への
啓発を図ることがで
きました。

実績
（数値など具体的な

実績）

取組の
実施方法

教員や保育士、児童
館・学童クラブ職員
など、子どもたちに
接する者への男女平
等参画の啓発につい
ては、各種研修等を
通じて着実に行って
います。
今後も、研修等で学
んだことが実践につ
ながるよう努めてい
きます。

B+

教職員等
へ向けた
意識啓発
の促進

10

実績
（数値など具体的な

実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
取　組

取組の内容、方策、
事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価

12



寄
与
度

達
成
度

総
合

保育士研修の充実
保育サービス課

保育園職員研修（平
成26年6月10日）参加
者70名

講演会において啓発
を実施しました。

Ａ Ａ Ａ

平成26年度は保育士
研修を通して男女平
等参画の啓発を行う
ことができました。

幼児教育等に関わる
職員研修の充実
子ども政策課

児童館・学童クラブ
職員研修（全体研
修：平成26年6月5
日）参加者：101名

児童館・学童クラブ
職員に対して、男女
平等参画の視点を入
れた職員研修を実施
しました。

B B+ B+

全体向けの研修とし
て、「子どもたちに
命の大切さを伝える
意義」を実施するな
ど、男女が共同して
子育てすることの大
切さを再認識しまし
た。
また、研修で学んだ
ことを活かして、利
用者への啓発に取り
組む意欲も向上され
ました。

寄
与
度

達
成
度

総
合

女性委員比率４０％
に向けた積極的な取
組
男女社会参画課

平成26年4月1日現在
の割合　29.6%
(委員会数77)
[内訳]
・法律・条例により
設置されているもの
22.9%(委員会数31)
・設置要綱等、長の
諮問機関として設置
33.9%(委員会数46)

「付属機関等におけ
る女性の参画状況調
査」実施時の通知文
で、行動計画におけ
る目標値（女性委員
比率40%以上）を明記
し、達成に向けての
協力を強く依頼しま
した。

B B- B-

平成25年4月1日現在
に比べ0.7ポイント上
昇しましたが、目標
値にはまだ程遠く、
割合はほぼ横ばい状
態です。内容につい
ても、所管課への通
知にとどまり、効果
的な取組が実現でき
ませんでした。

女性委員比率４０％
に向けた積極的な取
組
総務課

29.60%

総務課と男女社会参
画課が連名で、全課
長宛に「付属機関等
への積極的な女性委
員登用の促進につい
て」を通知しまし
た。通知には各所管
で取り組みやすいよ
う、女性比率増に向
けた具体的な取組事
例を4項目盛り込みま
した。（昨年度は2項
目）

B B- B

25年度と比較し、女
性委員比率が向上し
ました（29.6%→
30.5%）。

いたばし・タウンモ
ニター制度
広聴広報課

区民と区長との懇談
会
広聴広報課

課題３ : 政策・方針決定過程等における女性の参画促進
二次評価

B-

B+10

教職員等
へ向けた
意識啓発
の促進

　区の審議会委員等の女性参画率については微増であり、男女社会参画課と総務課が共同で通知を行うなどの工夫は行っていますが、結果的
には参画率向上につながったとまでは言えず、目標達成に向けて、積極的改善措置（ポジティブ・アクション）を講じる必要があります。今
後も、より積極的な登用を促進する仕組みの構築をめざし、成果に結び付けていくよう取り組んでいきます。
　区民の区政参加・意見反映の機会について男女比は概ね目標を達成していますが、今後は区政への参画・区民の声が活かされるよう努めま
す。
　地域における女性リーダー育成と活用に向けては、意識啓発に向けた取組を進めていますが、町会・自治会や商店街連合会、産業連合会に
おいては、会長や役員・理事等への登用がまだまだ進んでいないため、今後も情報発信など工夫を凝らし取組を進めていきます。

施策の方向: (５)政策・方針決定過程等への女性の参画拡大

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

11

審議会等
への女性
の参画促
進

B-

女性委員比率は前年
度に比べ微増してい
ますが、目標値には
及ばない状況です。
両課による通知のみ
ならず、積極的改善
措置（ポジティブ・
アクション）を講じ
る仕組みづくりをめ
ざします。

12

区民の区
政参加・
意見反映
機会の充
実

・ﾀｳﾝﾓﾆﾀｰ数：男29名
女24名
・区長と区民との懇
談会：
（6回開催）
男228名、女89名

推薦及び募集時に
は、地域センター長
に男女比及び年齢構
成に関して配慮をお
願いしています。

B+ B B+

平成26年度の参加者
の男女比は、概ね目
標の40%を達成してい
ます。

B+

目標値は概ね達成し
ているので、区政へ
の参画・区民の声が
活かされるよう努め
ます。

【前頁と同じ】
教員や保育士、児童
館・学童クラブ職員
など、子どもたちに
接する者への男女平
等参画の啓発につい
ては、各種研修等を
通じて着実に行って
います。
今後も、研修等で学
んだことが実践につ
ながるよう努めてい
きます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

13



寄
与
度

達
成
度

総
合

いたばしアイカレッ
ジ等意識改革・動機
づけにつながる取組
男女社会参画課

・いたばしI（あい）
カレッジ
前期（全５回）：受
講者延べ99人
後期（全６回）：受
講者延べ141人

前期は男女平等の基
礎講座、後記は女性
のキャリアアップ講
座を実施し、地域社
会や企業で活躍する
リーダーの育成を図
りました。

Ａ Ａ Ａ

女性のリーダー育成
につながる実践的な
内容の講座を幅広い
分野から実施するこ
とができました。

町会連合会における
女性参画の推進
地域振興課

・女性部会の開催
（１回）
・女性部研修の開催
（１回）
・町会連合会の広報
紙「いたばし町連」
への女性部活動記事
掲載（２回）

・部会では区民まつ
りの参加内容や女性
部研修について協議
しました。
・各支部で活躍して
いる女性を対象とし
た研修会を実施しま
した（計37名が参
加。
・町連女性部の活動
について「いたばし
町連」で紹介しまし
た。

Ａ Ａ Ａ

区民まつり（区民お
どりの提供）では、
女性部会自らが内容
を企画して、当日は
700名超の女性が参加
し、地域活動に積極
的に取り組みまし
た。また、研修会へ
の参加を通じて、女
性が地域活動を行う
上での見聞を広める
とともに、参加者同
士の交流や情報交換
が行われました。

産業連合会における
女性参画の推進
産業振興課

商店街連合会におけ
る女性参画の推進
産業振興課

13
女性リー
ダーの育
成と活用

B

女性リーダー育成と
活用に向けては、講
座の開催による意識
啓発を進めていま
す。
町会・自治会や商店
街連合会、産業連合
会における女性参画
については、女性の
活躍の場は増えてき
ていますが、会長や
役員・理事等への登
用がまだまだ進んで
いない状況です。今
後も情報発信など工
夫を凝らし取組を進
めていきます。(産業連合会）

役員会(理事・参与含
む約90人)隔月1回開
催
(商店街連合会)
理事会(59人)役員会
(10人)毎月1回開催

産業連合会並びに商
店街連合会は、役員
会・理事会において
出席者に対し、適宜
女性参画推進につい
て説明を実施してい
ます。

B B- B

産業連合会では、女
性を理事や参与に登
用、商店街連合会で
は、女性役員の登用
があります。商店街
連合会では、女性部
を設置しており女性
の活躍の場が増えて
います。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

14



寄
与
度

達
成
度

総
合

女性の就業確保や男
女雇用機会均等法等
の遵守などに関する
普及・啓発
男女社会参画課

ポジティブ・アク
ション推進に向けた
普及・啓発
男女社会参画課

女性の就業確保や男
女雇用機会均等法等
の遵守などに関する
普及・啓発
産業振興課
(公財)産業振興公社

ポジティブ・アク
ション推進に向けた
普及・啓発
産業振興課
(公財)産業振興公社

寄
与
度

達
成
度

総
合

15
若者の自
立に向け
た支援

区内大学と協働で取
り組むキャリア講座
の検討
男女社会参画課

東京家政大学と共催
で、I（あい）カレッ
ジ前期を実施。（全5
回）参加者数延99人

「地域の役に立ちた
い！～男女平等参画
から考える新しいコ
ミュニティ～」と題
し、地域リーダーを
育てる連続講座を実
施しました。

B B B

今年度は直接大学生
を対象とした講座と
なりませんでした
が、引き続き啓発機
会を得るための努力
をしていきます。

C

若者を対象とした講
座を実施できません
でした。若者に向け
た啓発機会を得るよ
う努力します。

めざす姿２  生涯を通じて男女が個性と能力を発揮し、安心して暮らせる社会
二次評価

B+

　性別・年齢等に関わらず、その能力を遺憾なく発揮できる社会をめざし、各所管課では就労や社会参画、健康づくりのための様々な支援や
相談、講演会等を実施しています。
　雇用機会の均等や待遇の確保などの就労関係について、セミナーやパンフレットによる普及・啓発を実施しています。しかしながら、意
識・実態調査結果で、職場で男女の地位は平等になっていると感じる人の割合が19.2％と目標値である50％を大きく下回っている点からも、
職場の環境整備が不十分であることがうかがえます。企業・事業所への働きかけについては、なかなか実質的な効果を上げる取組は難しいた
め、今後も関係機関との連携により一層効果的な啓発が行えるよう努めます。女性の就職や起業に向けての支援については、関係機関との連
携を図りながら、満足度が高く集客力のあるセミナーや講座を実施していきます。
　ひとり親家庭などの自立に向けた就労や経済の安定に向けた支援や高齢期の生活の安定に向けた支援については、今後も、男女平等の視点
と、それぞれの特性を踏まえた利用者目線に立って取組を進めていきます。
　男女を問わず、すべての区民が生涯を通じ健康に過ごせるよう各種取組を行っています。女性健康支援センターでは、女性の健康づくりの
拠点として啓発・支援を行っており、女性のライフステージに応じた健康教育の充実に取り組んでいきます。

課題４ : 働く場における男女平等参画の推進
二次評価

B
　法律的には女性の就業に関する機会均等と待遇は飛躍的に改善されてきたにもかかわらず、意識・実態調査結果からは、職場環境は旧態依
然という実態が見られます。パンフレットの配布や各種セミナー等を実施していますが、職場の環境整備には企業・事業所等への直接的な働
きかけも重要であるので、今後の取組を工夫し効果的な方法を検討します。
　女性の就職や起業に向けての支援については、今後も関係機関との連携を図りながら、満足度が高く集客力のある講座を実施できるよう努
めます。

施策の方向: (６)男女の均等な機会と待遇の確保促進

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

14

企業・事
業所への
普及・啓
発

ワーク・ライフ・バ
ランス・セミナー
（労働セミナー）を
実施。参加者20人

・東京都労働相談情
報センター池袋事務
所と共催で企業向け
労働セミナーを実施
しました。
・「いたばし good
balance 会社賞」表
彰式において、表彰
企業の取組を紹介
し、パネル展示も行
いました。

B+ B+ B+

主に企業の人事労務
担当者向けのセミ
ナーを、東京都労働
相談情報センター池
袋事務所と共催で実
施することができま
した。

B

東京都労働相談情報
センター池袋事務所
との共催で企業向け
のセミナーを実施で
きましたが、参加者
が尐なかったことが
残念です。
産業振興公社の情報
誌に啓発記事を掲載
しましたが、今後も
関係機関との連携に
より、多くの企業に
対して効果的に普
及・啓発できるよう
工夫を凝らします。
女性の就業確保や雇
用機会均等について
は、企業・事業所等
への働きかけが重要
と考えますので、今
後も啓発を進めてい
きます。

申請や相談のため来
庁した企業に対し、
情報コーナーを利用
し情報提供していま
す。
経営相談　1,188件
（毎日予約制で実
施）

「いたばし good
balance 会社賞」の
パンフレットを窓口
で配付しました。ま
た、創業計画支援事
業におけるセミナー
「人材育成」の中で
ワークライフバラン
スに関する事項を
扱っています。
また、公社情報誌
「いたばし産業
News」にも啓発記事
を掲載しました。

B B B

区内企業に対して直
接アプローチする機
会は尐ないですが、
その尐ない機会でも
効果的に啓発できる
よう、取組方法を工
夫しました。

施策の方向: (７)多様な能力の発揮を可能にするための支援

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

15



寄
与
度

達
成
度

総
合

就労に向けたノウハ
ウやビジネススキル
を身につける講座等
の実施
男女社会参画課

ハローワーク等との
連携
男女社会参画課

就職支援セミナー
産業振興課

ハローワーク等との
連携
産業振興課

資格取得支援事業
（能力開発支援）
産業振興課
(公財)産業振興公社

起業に向けた支援
産業振興課

より実践的なスキー
ムの検討
産業振興課

起業支援セミナーの
実施
産業振興課

産業団体等との連携
による情報提供
産業振興課

起業支援セミナーの
実施
男女社会参画課

女性のための起業家
入門講座(全２回)参
加者：14人、13人

講義と、受講者同士
の横のつながりを創
出する交流会を行い
行いました。企業活
性化センターをはじ
めとする区内の支援
制度について情報提
供しました。

Ａ Ａ Ａ

起業するための方法
やイメージをより具
体的に得られるよ
う、実践的な内容を
増やし、好評でし
た。受講者の起業意
識の差の影響が尐な
くなるような工夫が
できました。

18
就労に関
する相談
の充実

就労に関する相談や
カウンセリングの充
実
男女社会参画課

・女性再就職支援セ
ミナーでの個別相談
の実施
・平成27年度からの
「女性のための働き
方サポートとフェミ
ニスト相談」の検討

・希望者に個別相談
を実施し、就職への
個々の悩み解消に努
めました。
・27年度からの実施
に向けた準備を行い
ました。

Ａ Ａ Ａ

既存の産業振興課に
よる就労相談とは異
なる視点での就労に
関する相談受付のた
めの実施準備が整い
ました。

B+

女性の就職支援を
謳ったキャリアカウ
ンセリングの利用率
が高く、相談者数も
増加しました。
今後は男女社会参画
課と産業振興課で視
点の異なる相談事業
を展開し、様々な
ニーズに沿った就労
に関する相談事業を
行っていきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

16

女性の就
職・再就
職に向け
た支援

・女性再就職支援セ
ミナー(全3回)参加者
数：45人、35人、25
人

・子育て女性向けセ
ミナー参加者：18人

・育児出産介護等で
退職した人や専業主
婦等が就労に踏み出
すきっかけとなるよ
うな講座を実施。具
体的な就職活動の方
策を学ぶ講義のほ
か、参加者同士の意
見交換等も行い、不
安解消、意欲向上の
機会としました。

Ａ Ａ Ａ

両講座ともに、広報
活動をしごとセン
ターと協力し、定員
を上回る応募があり
ました。内容への満
足度も高く、受講者
のしごとセンター利
用にもつながり、相
互に協力できまし
た。

B+

女性対象の再就職支
援セミナーについて
は参加人数も大幅に
増え、しごとセン
ターとの連携も進み
ました。
今後も関係機関との
連携を深めながら効
果的に実施していき
ます。

・就職支援セミナー
（4回開催のうち1回
は男女社会参画課共
催で女性のみ対象、
参加者：延べ133名
（男12名、女121名）
※女性再就職支援セ
ミナー延べ105名参加
・ハローワークとの
連携（面接会２回、
連絡会議２回、チラ
シの配布依頼）　、
面接会求職者：延べ
148人
・宅建講座：受講者
37名
簿記3級講座（年2回
実施）：受講者（前
期）24名、（後期）
17名

・求職者向けセミ
ナーで就活支援。
「若年者向け」を3
回、男女課共催「女
性再就職向け」を年1
回実施しました。
「若年者向け」につ
いては39歳以下の男
女が対象。「女性再
就職向け」は自己理
解と応募書類の書き
方、メイクアップ講
座を実施。
・ハローワーク池袋
等との共催で若者を
対象に面接会を実施
しました。
・公社事業として宅
建と簿記3級取得支援
講座を実施しまし
た。

Ａ Ａ Ａ

昨年に引き続き女性再
就職支援セミナーを実
施し、参加人数が大幅
増となった点、セミナー
参加者に占める女性の
割合が増加している点
から寄与度・達成度とも
にＡとしました。

17
女性の起
業に向け
た支援

男女社会参画課共催
の「女性のための起
業家入門講座」(全2
日間)を実施。参加
者：14人、13人

土曜午後2日間を使用
して女性起業家が自
身の体験について講
演を行うほか、企業
活性化センター長が
起業ノウハウについ
て説明。また、グ
ループワークにより
実際に事業計画書も
作成。

Ａ B B+

H26年度についてはよ
り実践的な起業支援
を目的として事業計
画書の作成指導を行
いました。これによ
り受講者の創業に対
する志がいっそう明
確になったととも
に、満足度も高くな
りました。 B+

企業活性化センター
の起業ノウハウや支
援制度について情報
提供を行うことで、
起業後の支援につな
がる事業を実施でき
ました。受講生の満
足度も高い事業であ
るため、今後は参加
者の増加をめざしま
す。

16



寄
与
度

達
成
度

総
合

18
就労に関
する相談
の充実

キャリア・カウンセ
リング
産業振興課

毎週火・木曜日（祝日・
年末年始を除く）午後1
時～午後5時　99回開
催　延べ195人（男性
103人、女性92人）就
職決定者：17人

キャリアカウンセラーの
資格を有する者が個別
の面談を実施。カウン
セラーは男女各１名
（火：男、木：女）を配
し、相談者の希望に添
えるよう対応。また周知
にあたっては、サポス
テや関連部署、区施設
を通じ、チラシ・ポス
ターを配布しました。

B+ B+ B+

男女１名ずつカウン
セラーを配置し、カ
ウンセラーから相談
者に向けたコメント
をちらしに掲載する
など相談しやすい環
境を整え、相談者数
も前年度より全体で
11人（女性の利用者
は9人）増加した点、
特に女性の就職支援
を謳った木曜(女性カ
ウンセラー)の利用率
が高かった（前年の
1.1倍）点から寄与
度・達成度とともに
Ｂ＋としました。

B+

【前頁と同じ】
女性の就職支援を
謳ったキャリアカウ
ンセリングの利用率
が高く、相談者数も
増加しました。
今後は男女社会参画
課と産業振興課で視
点の異なる相談事業
を展開し、様々な
ニーズに沿った就労
に関する相談事業を
行っていきます。

寄
与
度

達
成
度

総
合

ひとり親家庭自立支
援訓練費助成事業
福祉事務所

ひとり親自立支援プ
ログラム策定事業
福祉事務所

再就職支援セミナー
（福祉枠）
男女社会参画課

福祉枠参加：該当な
し

福祉事務所(３所)へ
福祉枠の推薦を依頼
しましたが、推薦該
当者が出ませんでし
た。

B B- B-

自立意思がある方は
自ら就労し、自立意
思が低い方の参加を
得ることが難しく、
推薦該当者が出ませ
んでした。取組方法
の見直しが必要だと
考えます。

障がい者就労援助の
充実
障がい者福祉課

就職者数：75人

雇用促進事業として
障がい者雇用を検討
している事業主を対
象に、職業相談会を
開催しました。パネ
ル展示や体験実習等
も同時に行い、来場
者数を増やす工夫を
しました。

B+ Ａ B+

男女平等参画の視点
に配慮して事業を行
い、就職者数を増や
すことができまし
た。雇用促進事業に
ついても、気軽に来
場できる工夫を行
い、事業のＰＲを行
うことができまし
た。

児童扶養手当の支給
子ども政策課

児童育成手当の支給
子ども政策課

課題５ : さまざまな困難を抱える男女が安心して生活できる環境づくり
二次評価

B+
　貧困など生活上の困難が幅広い層への広がりを見せる中、ほとんどの年齢層において男性より女性の相対貧困率が高いという実情も踏ま
え、区では様々な取組を実施しています。経済の安定や生活の安定に向けた支援については、今後も、男女平等参画の視点に配慮しつつ、利
用者目線に立った分かりやすい説明など、ひとり親家庭や障がい者、外国人等それぞれの特性を踏まえたアプローチを行っていきます。

施策の方向: (８)ひとり親家庭等が安心して生活できる環境づくり

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

19
自立に向
けた就労
支援

・教育訓練給付金支
給：8件
・高等職業訓練促進
給付金支給：19件
・プログラム策定：
10件

ひとり親家庭の母及
び父の就業自立に向
けた支援を行ってい
ます。

B+ B+ B+
母子家庭の自立に向
け、各種の就労支援
策を進めました。

B

男女平等参画の視点
に配慮して事業を
行っています。今後
も関係機関との連携
方法を工夫し、様々
な困難を抱える区民
の自立に向けた支援
を進めていきます。

児童扶養手当
3,995人（内　父子家
庭199人）
児童育成手当
5,424人（内　父子家
庭276人）

ひとり家庭等の支援
策として、継続的に
事業を実施しまし
た。

Ａ Ａ Ａ

児童扶養手当法と板
橋区児童育成手当条
例に基づき、ひとり
家庭等の生活の安定
自立と児童福祉の増
進に向け手当の支給
をしました。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

20
経済の安
定に向け
た支援

Ａ

手当や資金貸付等に
より経済面からの支
援を行っています。
今後も、利用者目
線、男女平等の視点
に立って困難を抱え
る人々の支援を行っ
ていきます。

17



寄
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度

達
成
度

総
合

母子及び父子福祉資
金
福祉部管理課

女性福祉資金
福祉部管理課

母子生活支援施設
子ども政策課

ひとり親家庭ホーム
ヘルプサービス
子ども政策課

障がい者生活介護施
設の整備
障がい者福祉課

障がい者地域自立生
活支援相談・セミ
ナー
障がい者福祉課
障がい者福祉セン
ター

知的障がい者グルー
プホームの整備促進
障がい者福祉課

母子生活支援施設
福祉事務所

ひとり親家庭ホーム
ヘルプサービス
福祉事務所

福祉総合相談
福祉事務所

住宅情報ネットワー
ク
住宅政策課

保証人等債務保証制
度の紹介
住宅政策課

総合相談
男女社会参画課

総合相談件数
1,372件

月～土曜日に専門の
資格を有する相談員
が対応しています。

Ａ Ａ Ａ

相談員の専門化や関
係機関との連携強化
により、様々な相談
に対応しました。

平成26年度実績【東
京都母子及び父子福
祉資金】
・貸付実績　658件
397,423,400円
【女性福祉資金】
・貸付実績　11件
5,474,000円

母子及び父子家庭や
女性の方々が経済的
自立と安定した生活
に向けた支援（貸付
け・生活相談）を行
いました。母子世帯
や女性への貸付けを
行いました。

Ａ B+ Ａ

経済的な理由により
修学困難な方に対
し、修学金を貸付け
する等、自立や安定
した生活を構築する
ための支援を行うこ
とができました。

B+ B+

・母子生活支援施設
居室提供の状況
　33世帯　77名（4月
1日現在／他区の提携
１施設の利用も含
む）
・ひとり親ホームヘ
ルパー派遣
26世帯　延べ利用回
数688回
・福祉総合相談
年間相談件数
32,192件

施設入所による居住
の確保、ホームヘル
プサービス提供によ
る就労・生活支援、
福祉総合相談による
問題解決を図ってい
ます。

Ａ Ａ

B+

母子家庭への生活支
援や自立支援を行う
ために、継続して事
業を実施しました。
それぞれの家庭に応
じた生活支援によ
り、男女平等参画に
寄与しました。
へルパー派遣は対象
世帯や派遣回数の見
直しを行ったため、
昨年より利用世帯・
回数が減っています
が、より事業の趣旨
に沿った運用でひと
り親世帯の継続的な
支援を行うことがで
きました。

・相談件数：3086件
・各種セミナー：152
名参加

・知的障がい者グ
ループホームの整備
促進： ５か所

障がい者の日常生活
や福祉サービス、権
利擁護など様々な内
容の相談に応じてい
ます。必要に応じて
同性の相談員が対応
するなどし、男女問
わず利用できる体制
を整えています。
また、障がい者の生
活の安定のため、日
中活動の場や居住の
場の整備に取り組ん
でいます。

Ａ Ａ Ａ

性別・年齢に関係な
く、様々な問題に関
する相談ができる体
制を整えることがで
きました。様々な種
類のセミナーを実施
し、障がい者やその
家族が自分の個性や
能力を発揮できる場
を提供することがで
きました。

[母子生活支援施設]
居室提供の状況　33
世帯　77名（4月1日
現在/他区の提携1施
設の利用も含む)
[ひとり親ホームヘル
パー派遣]26世帯　延
べ利用回数688回

[母子生活支援施設]2
施設において、様々
な事情を抱えた母子
に対し、生活再建や
自立に向けた生活支
援全般を福祉事務所
と連携して実施しま
した。[ひとり親ホー
ムヘルパー派遣]福祉
事務所において、小
学校就学前の子ども
を育てるひとり親家
庭を中心に、家庭の
状況に応じて派遣を
行いました。

母子家庭・ひとり親
家庭の生活の安定に
寄与しています。

・ネットワ―ク成約
件数：1057件
・債務保証成約件
数：12件

窓口及び電話での相
談や受付の他、区内
約150店舗の不動産店
でもステッカー等で
制度の周知を図りま
した。

Ａ Ａ Ａ

福祉事務所や男女平
等推進センターと連
携しての支援体制が
整ってきており、長
年の取組が成果を上
げています。

21
生活の安
定に向け
た支援

B+

ひとり親家庭や障が
い者、外国人など
様々な困難を抱える
区民に対し、相談や
サービスを通じ支援
を行っています。今
後も男女平等の視点
に立ちながら、個々
の事情に配慮して事
業を行っていきま
す。

20
経済の安
定に向け
た支援

Ａ

【前頁と同じ】
手当や資金貸付等に
より経済面からの支
援を行っています。
今後も、利用者目
線、男女平等の視点
に立って困難を抱え
る人々の支援を行っ
ていきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

Ａ

18
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国際交流員・語学ボ
ランティアによる通
訳・翻訳
文化・国際交流課
(公財)板橋区文化・
国際交流財団

通訳①国際交流員対
応63件
②語学ボランティア
対応69件
翻訳①国際交流員対
応116件
②語学ボランティア
対応56件
※件数は、事業全体

主管課の要請に応じ
て、国際交流員・語
学ボランティアによ
る通訳・翻訳を実施
しました。
日本語が十分でない
区内在住外国人に対
する窓口や学校等で
の通訳、申請書等の
翻訳の対応も行いま
した。
なお、国際交流員の
活動可能な曜日・時
間を、他部署あてに
周知し、各部署が利
用しやすい方策を取
りました。

B+ B+ B+

通訳・翻訳事業を推
進することで、日本
語が十分でない区内
在住外国人への行政
サービスの充実につ
ながり、「困難を抱
える男女が安心して
生活できる環境づく
り」に寄与している
ためです。

外国語版母子健康手
帳の交付
健康推進課

交付実績68件（英語
25、中国語34、ハン
グル語4、タガログ語
5、スペイン語0、タ
イ語0、ポルトガル語
0、インドネシア語
0）

妊娠届出書に必要な
国の母子手帳希望欄
を設け、日本語の理
解が困難な妊婦・乳
幼児の保護者に対し
無料で配布しまし
た。

B+ B+ B+

健康福祉センター等
の健診や育児相談時
に使用している様子
がみられています。

寄
与
度

達
成
度

総
合

シルバー人材セン
ターの充実
生きがい推進課

アクティブシニア就
業支援センター
生きがい推進課

おとしより相談セン
ター（地域包括支援
センター）の拡充
おとしより保健福祉
センター

16か所
職員数108名（男23
名、女85名）

平成28年度新設（熊
野・清水地区）に向
けた検討を行いまし
た。

B+ Ａ Ａ
新設準備のための予
算確保等が実現しま
した。

福祉総合相談（再掲
21）
福祉事務所

年間相談件数
32,192件

福祉に関するあらゆ
る相談を受け付けて
います。

Ａ Ａ Ａ
相談者の問題解決に
寄与しています。

住宅情報ネットワー
ク（再掲21）
住宅政策課

居宅支援協議会の設
立
【H25追加の取組】
住宅政策課

保証人等債務保証制
度の紹介（再掲21）
住宅政策課

23
生活サ
ポート体
制の充実

B+

男女を問わず高齢者
の生活サポートの事
業を実施していま
す。今後も男女平等
の視点に立ってサ
ポート体制の充実を
図ります。

取組の内容、方策、
事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

課題６ : 高齢期に安心して生活できる環境づくり
二次評価

B+
　高齢者の就労に向けた支援、生活サポート体制の充実、地域社会への参画支援といういずれの施策に関しても、ほぼ順調に進捗していま
す。しかしながら、男女平等参画の視点で成果を上げているのかは必ずしも明確とは言えません。高齢者の増加が見込まれる中、女性が男性
より長寿であり、高齢者人口に占める割合が高く、高齢者施策の影響を受けやすいという実情も勘案して、男女平等参画の視点に立ち、一層
の充実に努めていきます。

施策の方向: (９)高齢者の安心した生活に向けた支援

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

22
高齢者の
就労に向
けた支援

①再就職支援講座（２
回開催）参加者数：男
84人、女48人　計132
人
②合同就職面接会（２
回実施）参加者数：男
125人　女79人　計204
人
③シルバー登録会員
数：男2,015人　女
1,079人　計3,094人

・面接会を午前中にも
実施することで、求職
者への利便性を確保し
ました。
・国の緊急雇用制度を
活用し、高齢者の就業
開拓を強化しました。

Ａ B B+

企業の求人意欲は旺
盛であり、雇用環境
は改善してきていま
す。しかし求職者側
が希望職種を選りす
ぐりする傾向が強ま
り、前年度に比べて
就職者数に一服感が
出ています。

B+

高齢者の就労支援は
ほぼ順調に進捗して
います。男女平等参
画の視点に立ち、一
層の充実に努めてい
きます。

・ネットワ―ク成約
件数：1057件
・債務保証成約件
数：12件
・居住支援協議会に
おいて住まいの相談
会を実施

窓口及び電話での相
談や受付の他、区内
約150店舗の不動産店
でもステッカー等で
制度の周知を図りま
した。

Ａ Ａ Ａ

福祉事務所や男女平
等推進センターと連
携しての支援体制が
整ってきており、長
年の取組が成果を上
げています。

21
生活の安
定に向け
た支援

B+

【前頁と同じ】
ひとり親家庭や障が
い者、外国人など
様々な困難を抱える
区民に対し、相談や
サービスを通じ支援
を行っています。今
後も男女平等の視点
に立ちながら、個々
の事情に配慮して事
業を行っていきま
す。

取　組
評価

評価理由

19



寄
与
度

達
成
度

総
合

在宅高齢者食生活支
援事業
健康推進課

一般高齢者向け介護
予防事業
健康推進課

世代間交流促進
子ども政策課

17館延べ21回の実
施、
延べ1,389名参加

イベントを通じて、
高齢者と子どものふ
れあう機会を作り、
高齢者の孤独化防
止、地域社会への参
画を図っています。

B B+ B+

子どもは高齢者の体
験を学び、高齢者は
子どもとふれあい、
地域社会に参画する
機会を得ることがで
きました。

（仮称）シニア活動
センターの開設
生きがい推進課

いこいの家活用促進
生きがい推進課

ふれあい館活用促進
生きがい推進課

グリーンカレッジ
生きがい推進課

シニア世代の社会参
加に関する総合的な
支援等の推進
生きがい推進課

寄
与
度

達
成
度

総
合

区民一般健康診査
健康推進課

国保特定健康診査・
特定保健指導
健康推進課

後期高齢者医療健康
診査
健康推進課

健康づくり協力店の
充実
健康推進課
がん検診
健康推進課

成人歯科検診
健康推進課

在宅高齢者食生活支
援（再掲23）
健康推進課

一般高齢者向け介護
予防事業（再掲23）
健康推進課

評価

評価理由

23
生活サ
ポート体
制の充実

Ａ Ａ

【前頁と同じ】
男女を問わず高齢者
の生活サポートの事
業を実施していま
す。今後も男女平等
の視点に立ってサ
ポート体制の充実を
図ります。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

・在宅高齢者食生活
支援事業　4回40人
（男性１人）

・一般高齢者向け介
護予防事業、元気シ
ニアの栄養教室、12
回208人（男性121
人）

・在宅高齢者食生活
支援事業　ネット
ワーク会議年4回（講
習会を含む）、情報
紙の発行年3回

・一般高齢者向け介
護予防事業、元気シ
ニアの栄養講座、５
センターで実施

取組の
実施方法

Ａ

・在宅高齢者食生活
支援事業、情報紙は
広く男女に読まれて
います。

・一般高齢者向け介
護予防事業、半数以
上は男性です。

24
地域社会
への参画
支援

B+

B+

高齢者の地域参画へ
の支援は、参加者も
多く順調に進捗して
います。女性は高齢
者人口に占める割合
が高く、高齢者施策
の影響を受けやすい
という実情も勘案し
て男女平等参画の視
点に立ち、一層の充
実に努めていきま
す。

・いこいの家利用者
数　　114,712人
・ふれあい館利用者
数　　409,465人
・グリーンカレッ
ジ：教養課程298人、
専門課程171人、大学
院53人、卒業生企画
による板橋グリーン
カレッジ公開講座（2
回）：357人
・シニア活動促進講
座（3回）：158人
地域入門体験講座：
33人

・いこいの家ＰＲの
ため、ポスターの作
成を行いました。
・ふれあい館では、
講座の内容や講師の
変更等を行い事業の
見直しを図りまし
た。
・公開講座は、卒業
生の優れた企画によ
り、定員300人を大幅
に上回りました。
・新たに「終活講
座」を実施し、定員
50名を大幅に上回り
ました。

Ａ B+ B+

・いこいの家の施設
のあり方、ふれあい
館の運営の見直しを
実施します。
・グリーンカレッジ
については、昨年度
と同様に300人近い申
込がありました。
・終活講座を実施
し、定員50名に対し
て、120名の募集があ
りました。

課題７ : 生涯にわたる心とからだの健康支援
二次評価

Ａ
　男女を問わず、すべての区民が生涯を通じ健康に過ごせるよう、様々な取組や健康に関する正しい理解の促進を計画的に行っています。
　女性健康支援センターでは、女性の健康づくりの拠点として啓発・支援を行っており、女性のライフステージに応じた健康教育の充実に取
り組んでいきます。学校においても計画的な指導を行っており、区内の高校や大学祭での啓発活動も実施しています。

施策の方向: (１０)生涯を通じた男女の健康づくり支援

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

25

生涯を通
じた健康
づくり支
援

①区民一般健康診
査：86,429人
②国保特定健康診査
受診者数：45,302人
③後期高齢者医療健
康診査　受診者数：
28,008人
④健康づくり協力店
の充実、新規18店舗
加入、述べ544店舗
⑤がん検診：115,292
人（胃・大腸・肺・
乳・子宮・前立腺・
喉頭がん・胃がんリ
スク）
⑥成人歯科検診：
3,775人
⑦在宅高齢者食生活
支援（再掲23）4回40
人（男性
１人）
⑧一般高齢者向け介
護予防事業、元気シ
ニアの栄養教室、12
回208人（男性121
人）

・50歳代の特定健康
診査対象者に受診勧
奨はがきを送付しま
した。
特定保健指導対象者
向けセミナーを実施
しました。
・健康づくり協力店
の充実、毎年15店舗
を拡大しました。
・がん検診について
は、大学の文化祭や
Cityマラソンなどイ
ベント等で受診勧奨
健診及び乳がん・子
宮がんの受付も実施
しました。⑦在宅高
齢者食生活支援事業
ネットワーク会議年4
回（講習会を含
む）、情報紙の発行
年3回
・一般高齢者向け介
護予防事業、元気シ
ニアの栄養講座、５
センターで実施

Ａ Ａ Ａ

各種健診等につい
て、性差なく実施し
ています。乳がん・
子宮がん検診の国の
クーポン事業が縮小
されたため、受診率
が減尐しましたが、
46歳女性に受診勧奨
をしたり、各イベン
ト等に参加し、多く
の区民に周知するこ
とができました。ま
た、新規事業である
胃がんリスク検診は
予想以上の反響があ
りました。（2,300名
予定→4,094名受診）
・健康づくり協力店
の充実、目標店舗以
上を拡大できまし
た。
・在宅高齢者食生活
支援事業、情報紙は
広く男女に読まれて
います。
・一般高齢者向け介
護予防事業、半数以
上は男性です。

Ａ

乳がん・子宮がん検
診については国の事
業の影響も受けまし
たが、受診勧奨や各
イベント等への参加
により、多くの区民
に周知することがで
きました。男女を問
わない取組も順調に
進捗しています。

20



寄
与
度

達
成
度

総
合

女性健康支援セン
ターの健康教育（女
性健康セミナー）
健康推進課

女性の健康学習支援
健康推進課

プレママ栄養講座
健康推進課

女性健康支援セン
ターの専門相談（女
性のための健康何で
も相談・専門相談）
健康推進課

女性健康支援セン
ターの自助グループ
の育成・支援
健康推進課

女性のがんに関する
情報提供
健康推進課

こんにちは赤ちゃん
事業
健康推進課

新生児訪問指導（産
後うつ対応の充実）
健康推進課

HIV抗体等検査・相談
予防対策課

酒害（アルコール）
ミーティングによる
支援の推進
予防対策課

エイズ予防講演会
予防対策課

性感染症に関する啓
発
予防対策課

学校における性教育
の推進
指導室

・健康教育に関わる
研修：２回
・薬物乱用防止教室
の実施率：100%

生活指導主任会での
健康教育及び性教育
の重要性について周
知を図りました。

Ａ Ａ Ａ

体育・保健体育での
指導計画に基づき意
図的・計画的な指導
が行えました。

薬物乱用防止に関す
る啓発
生活衛生課

平成26年度の区立中
学校生徒からの薬物
乱用防止推進作品応
募数はポスター682
点、　標語1,226点で
した。

区立中学校生徒に対
し薬物乱用防止推進
ポスター及び標語を
募集し、自らが薬物
乱用防止について意
識するような啓発活
動を行いました。

Ａ Ａ Ａ

平成25年の応募状況
がﾎﾟｽﾀｰ701点、標語
1,042点だったので、
全体的には増加して
いることを取り組み
の成果と捉え、評価
しました。

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
取　組

取組の内容、方策、
事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

26
女性の健
康づくり
支援

・健康教育　78回
2,026人
・学習支援（図書貸出）
239冊
・プレママ栄養講座
５センター、33回499人
(男性0人)
・延相談数（何でも相
談・専門相談）1,135人
・自助グループ育成支
援（52回　401人）
・乳がん生活ガイドを
ホームページに掲載
・こんにちは赤ちゃん
事業：625件
・新生児訪問指導：
4,300件

・女性の特有の健康
について、性差を意
識した内容で且つ、
利用しやすいような
配慮をし、積極的に
啓発・相談を行ない
ました。
・プレママ栄養講座
は各センターで実
施。妊娠期から授乳
期の栄養と食生活の
講座
こんにちは赤ちゃん
事業・新生児訪問指
導については、赤
ちゃんがいる家庭に
訪問し、母子及び家
族の心身の状況や養
育環境を把握し、適
切な支援を行いま
す。

Ａ Ａ Ａ

・女性の健康につい
ての啓発に積極的に
取り組むことができ
ました。
・プレママ栄養講座
は平日なので、受講
者は女性です。
・こんにちは赤ちゃ
ん事業・新生児訪問
指導については、周
知方法の工夫によ
り、専門職による訪
問増加につながり、
より丁寧な訪問支援
を行うことができま
した。

Ａ

女性健康支援セン
ターを中心に、女性
特有の健康について
意識した事業を行っ
ています。女性の生
涯を通じた健康づく
りについて啓発・支
援は順調に進捗して
います。女性のライ
フステージに応じた
健康教育の充実は、
重要なテーマであ
り、今後も、一層、
積極的に取り組んで
いきます。
また、平成28年度に
男女平等推進セン
ターの相談窓口が、
女性健康支援セン
ターと同じフロアー
に移転することで、
より効果的な相談体
制となるよう相乗効
果を発揮していきま
す。

27

健康に関
する正し
い理解の
促進

・HIV抗体検査215
人、梅毒検査199人、
性器クラミジア検査
196人、
エイズ予防相談786件
・酒害ミーティング
年48回実施　参加者
167人
・エイズ予防講演会
開催6回、参加者：
556人
・性感染症に関する
講演会開催5回、参加
者：537人、
・大学祭参加：５校

・年20回の匿名予約
検査・相談のほか、
予防対策課と健康福
祉センターで常時電
話・来所相談を実施
しています。
・家族ﾐｰﾃｨﾝｸﾞと、ご
本人向けに断酒継続
をサポートするﾐｰﾃｨﾝ
ｸﾞを実施しました。
・区内の高校や職業
訓練校に出向いての
講座や支援者向け講
演会を実施しまし
た。
・区内大学祭りに出
展し、啓発用リボ
ン・パンフレット等
を配付しました。

Ａ Ａ Ａ

・定期的検査・相談
と常時の相談を実施
することで正しい理
解を促進していま
す。
・若年層への講演会
の他、今後増えるで
あろう高齢のエイズ
患者等への支援者向
けの講演会を実施し
ましたが、支援者の
正しい理解促進に効
果がありました。
・大学祭での啓発は
一度に多くの（男
女）若年層に出会
え、非常に効果的な
啓発ができました。

Ａ

検査や相談、区内大
学での啓発など健康
に関する正しい理解
の促進に計画的に取
り組んでいます。
学校においては体
育・保健体育で計画
に基づいた指導を行
うことができまし
た。

21



寄
与
度

達
成
度

総
合

男女共同参画週間等
を活用した効果的な
取組の実施
男女社会参画課

産業連合会等との連
携による啓発の検討
男女社会参画課

働くことと育児を考
える学習
【H25追加の取組】
生涯学習課

「はたいくCafé」7回
参加者52名（女43
人・男9）
「働く？育児？」講
座企画運営会議5回参
加者18名（女18名）
講座「きょうはお母
さんをお休みしま
す」3回　参加者91名
（女81名・男10名）

「はたいくCafé」は
働く？育児？をテー
マに、参加者が自由
に語り合う交流ス
ペースとして開設し
ました。
「働く？育児？」講
座は公募による企画
運営者が学習計画を
作成し、話し合い学
習の講座を運営しま
した。一時保育を付
けました。

Ａ B+ B+

「はたいくCafé」は
「働く？育児？」に
ついて身近に相談す
る人がいない方等が
意見を交換できる貴
重な場となりまし
た。
講座では、「働く？
育児？」について
パートナーとの役割
分担を見直す契機と
なり、講座参加者の
仲間づくりにも寄与
しました。

施策の方向: (１１)ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発の推進

めざす姿３  男女が仕事と生活の調和を保ち活躍できる社会
二次評価

B+

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

　男女がともに仕事と家庭生活、地域社会への参画等を両立できる社会環境の実現をめざし、各所管課では、啓発・普及に努めています。し
かしながら、ワーク・ライフ・バランスについて、意識・実態調査結果からは、希望では「仕事と家庭生活と個人生活を共に優先
（37.0％）」を望むものの、現実では9.3％しか実現できていないという実態が浮かび上がっています。まだ啓発・普及の事業が十分な成果
につながっているとはいえず、実態改善のため企業・事業所へアプローチする必要があります。今後とも、男女社会参画課と産業振興課や産
業連合会等との連携を強化して取り組んでいきます。
　待機児解消に向けては、認可保育園に加え、スマート保育等保育施設の新規開設や定員増など受け入れ拡大に積極的に取り組んでいます。
ファミリー・サポート・センター事業や預かり保育など保育に関わる事業についても充実を図っています。今後も区民ニーズに沿った、より
利用しやすい制度づくり等に努めます。
　高齢者や障がい者を地域で支え、介護者の負担を軽減し、家族の介護と社会活動の両立の一助となるよう事業を実施しています。
　男女がともに家庭生活を担うための固定的役割分担意識の解消や、町会・自治会やボランティア、防災、環境・リサイクル活動など地域活
動への参画についても男女共同参画の視点を心がけながら取り組んでいます。今後は、参加される女性の中から、各団体・組織の中枢的役割
を担う人材がより多く輩出されるような支援も検討していきます。
　女性が働き続けられない状況や、固定的役割分担意識の解消という点では、我が国の社会は先進国の中でも立ち遅れているという実態があ
るので、今後も各課において実効性のある取組を検討していきます。

課題８ : 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の普及・推進
二次評価

B+
　「いたばし good balance 会社賞」の募集等に際して、男女社会参画課と産業振興課や産業連合会・東京商工会議所など関係機関が広報活
動を含めて連携することができ、啓発事業は順調に進捗しています。しかしながら、意識・実態調査（事業所編）の結果において「仕事と生
活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」という言葉の認知度は低く、十分な普及啓発につながっているとは言えない現状もあります。今後
も実態改善のため、関係機関と連携を取り、より効果的な取組を検討していきます。

Ａ

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

Ａ

グリーンホール601会
議室を利用して、一
般区民向けに規模の
大きい公開講座を実
施できました。ま
た、今年度も引き続
き産業連合会等の協
力を得て、企業向け
にチラシ配付を継続
できました。

B+

講座での普及・啓発
と、産業連合会等と
の連携によるチラシ
の配布による啓発は
順調に進捗していま
す。今後も関係機関
との連携により、区
民や事業者に向けた
効果的な意識啓発と
なるよう工夫を凝ら
していきます。

課題９ : 育児や介護を行う区民が働き続けやすい環境の整備
二次評価

B

28

ワーク・
ライフ・
バランス
の実現に
向けた啓
発・普及

・男女共同参画推進
公開講座「あなたが
輝く働き方」
（参加者66人）
・「いたばし good
balance 会社賞」募
集チラシ配付数
板橋法人会（6,000
部）、板橋産業連合
会（500部）、社労士
会板橋支部（160
部）、東京商工会議
所板橋支部（100部）

・ワーク・ライフ・
バランス実現のため
の具体策をテーマに
した公開講座を実施
しました。
・ 会社賞表彰式にお
いて、表彰企業の取
組を紹介したりパネ
ル展示を行うこと
で、来場企業にワー
ク・ライフ・バラン
ス推進の大切さを周
知することができま
した。

Ａ

　意識・実態調査（事業所編）の結果によると、ワーク・ライフ・バランスを推進するために重要と思われている行政の取組は「中小企業向
けにノウハウや支援情報を提供すること」という回答が39.5％で最も多いものでした。このことからも、産業振興公社が実施している社会保
険労務士による経営相談や、パンフレットで先進事例の取組について情報提供していくことは有効であると考えます。今後も、より効果的な
取組となるよう充実に努めます。また、推進企業へのインセンティブを活用し、ワーク・ライフ・バランスに積極的に取り組む企業を増やす
よう努めていきます。
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度

達
成
度

総
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ワーク・ライフ・バ
ランスを推進するた
めに必要な情報提供
男女社会参画課

・センターだより20
号（5,000部）
・「いたばし good
balance 会社賞」表
彰企業紹介リーフ
レット発行（3,000
部）

センターだより「ス
クエアー・Ｉ（あ
い）」の特集で、働
き方の見直しを取り
上げました。また、
会社賞表彰企業紹介
において、ワーク・
ライフ・バランスを
推進する取組につい
て紹介しました。

Ａ B+ B+

「いたばし good
balance 会社賞」受
賞企業の具体的な取
組を紹介しました、
また、広く一般区民
向けに発行している
情報誌に男女の働き
方見直しについて情
報提供できました。

ワーク・ライフ・バ
ランスを推進するた
めに必要な情報提供
産業振興課
(公財)産業振興公社

社会保険労務士によ
る経営相談
(公財)産業振興公社

寄
与
度

達
成
度

総
合

推進事業者表彰
男女社会参画課

推進事業者先進事例
集作成
男女社会参画課

施策の方向: (１２)ワーク・ライフ・バランス推進のための環境整備

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

29

職場の環
境整備に
向けた支
援

B

社会保険労務士を派
遣し職場環境等の相
談を受けることで、
事業所のワーク・ラ
イフ・バランス推進
に寄与しています。
推進企業の取組につ
いて情報提供するこ
とで、職場の環境整
備に向けた支援を
行っています。
今後も、相談件数の
増加や、効果的な情
報提供をめざし取り
組んでいきます。

社会保険労務士派遣
実績10件

・パンフレットを窓
口で配付し表彰企業
の取組を案内するな
ど、企業等に向け情
報提供を行っていま
す。また、表彰企業
に対して行っている
融資の利子補給優遇
加算について広く企
業や金融機関等に周
知することで啓発に
努めました。
・ワークライフバラ
ンスを含めた職場環
境や労働問題に関す
る相談を希望する企
業に対し、専門家で
ある社会保険労務士
を派遣しました。

B B B

広く周知に努めまし
た。今後も引き続き
周知に努めるととも
に、より効果的な周
知方法も検討してい
きます。
社会保険労務士派遣
については10件の派
遣依頼があり、社会
保険労務士が各事業
所の状況をうかがい
ながら具体的なアド
バイスをし、区内事
業所の職場環境整備
に寄与しました。

施策の方向: (１３)ワーク・ライフ・バランスを推進する企業・事業所を社会的に評価する仕組み構築

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

・いたばし good
balance 会社賞（表
彰企業数3社）
・表彰企業紹介リー
フレット発行（3,000
部）

区内中小企業を対象
とし3社を表彰しまし
た。（産業振興公社
と連携し、いたばし
産業見本市の会場内
で表彰式を実施）
また、これから推進
する企業の参考とな
るように、表彰企業
の取組内容をまとめ
たリーフレットを作
成しました。

Ａ Ａ Ａ

今年度は表彰企業の
メリットとして区
ホームページバナー
広告の無料掲載を特
典として加えること
ができました。ま
た、募集チラシ等の
一般広報活動の結果
応募につながった企
業数が増え、着実に
事業が定着してきま
した。

30

推進企
業・事業
所に対す
る顕彰

B+

産業融資制度の利子
補給割合の優遇加算
は該当企業がありま
せんでしたが、ホー
ムページバナー広告
の無料掲載を特典と
して加えることがで
き、「いたばし good
balance 会社賞」事
業も定着しつつあり
ます。
今後も、推進企業へ
のインセンティブを
活用し、ワーク・ラ
イフ・バランスに積
極的に取り組む企業
を増やすよう努めま
す。
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30

推進企
業・事業
所に対す
る顕彰

産業融資制度におけ
る利子補給優遇
産業振興課

該当件数０件

産業融資制度を利用
する中小企業者のう
ち、一般事業主行動
計画を策定している
企業と、いたばし
good balance会社賞
を受賞している企業
に対し、利子補給割
合を１割優遇加算。
（重複可）詳細を明
記したパンフレット
を区内金融機関及び
窓口にて配布するな
ど、制度周知を行い
ました。

B B B

利子補給の優遇加算
というインセンティ
ブを与えることで、
一般事業主行動計画
やいたばしgood
balance会社賞の意義
を示せています。計
画策定には時間がか
かることから、今後
の申請に期待してい
ます。また、利子補
給優遇制度は、融資
利率が低廉であるこ
ととあわせて借主の
負担軽減に役立って
います。

B+

【前頁と同じ】
産業融資制度の利子
補給割合の優遇加算
は該当企業がありま
せんでしたが、ホー
ムページバナー広告
の無料掲載を特典と
して加えることがで
き、「いたばし good
balance 会社賞」事
業も定着しつつあり
ます。
今後も、推進企業へ
のインセンティブを
活用し、ワーク・ラ
イフ・バランスに積
極的に取り組む企業
を増やすよう努めま
す。

寄
与
度

達
成
度

総
合

保育園の整備
保育サービス課
認証保育所の整備
保育サービス課
認定こども園の設置
保育サービス課
延長保育の拡充
保育サービス課
家庭福祉員
保育サービス課
病後児保育
保育サービス課
病児保育
保育サービス課
要支援児保育
保育サービス課
一時保育
保育サービス課

板橋スマート保育の
設置
【H25追加の取組】
子育ち戦略・待機児
担当課

4月から20施設の運営
を行っており、年度
途中の12月に3施設、
１月に1施設開設をし
ました。その他に、
平成27年4月から新た
に2施設の開設を予定
しており、4月時点で
は、26施設を運営す
ることとなります。

第三期板橋区保育計
画に基づき、待機児
童の解消を目指し、
保育施設の整備等を
進めています。
平成27年度からは子
ども・子育て支援新
制度に基づく「小規
模保育事業」として
位置づけられます。

Ａ Ａ Ａ

待機児童解消に向
け、整備を行い、平
成26年度は認可保育
所や小規模保育所を
合わせて、保育サー
ビス定員の目標であ
る600を超える689名
を確保しました。

平成26年4月1日時点
での区内の待機児童
数は515名で、前年同
時期と比べ98名増加
したため、認可保育
所7施設、小規模保育
6施設の整備等を実施
しました。また、延
長保育事業も区立保
育園２園、私立保育
園8園増加しました。

第三期板橋区保育計
画に基づき、待機児
童の解消を目指し、
保育施設の整備等を
進めています。
また、平成27年度か
ら始まる子ども・子
育て支援新制度に基
づく計画を策定し、
さらに施設等の整備
を行います。

評価

評価理由

B+

保育需要の高まりに
引き続き対応するた
め、待機児解消に向
け、整備を行い、平
成26年度は認可保育
所や小規模保育所を
合わせて、保育サー
ビス定員の目標であ
る600を超える689名
を確保しました。し
かしながら、待機児
数は減尐しました
が、解消には至りま
せんでした。

【次頁に続く】

31
保育サー
ビスの整
備

施策の方向：（１４）多様なライフスタイルに対応した子育て支援

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

課題１０ :子育て・高齢者・障がい者を支援する福祉サービス等の充実
二次評価

B+
　保育サービスについては、待機児解消をめざし保育施設の整備等を進め、目標を超えて保育サービス定員を確保しました。しかしながら、
待機児数は減尐しましたが、解消には至りませんでした。平成27年度から始まる子ども・子育て支援新制度に基づく計画を策定し、さらに施
設等の整備を行います。放課後対策としては、27年度に全区立小学校であいキッズに移行することで待機児童について解消済です。今後と
も、児童館や学校等様々な施設で子どもの居場所づくりに努めていきます。
　高齢者や障がい者を地域で支え、介護者の負担を軽減し、家族の介護と社会活動の両立の一助となるよう相談やセミナー等様々な事業を実
施しています。今後も、特定の家族に負担が偏りがちである介護について、男女平等の視点から考えてもらえるよう取組を進めていきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

Ａ Ａ Ａ

待機児童解消に向
け、整備を行い、平
成26年度は認可保育
所や小規模保育所を
合わせて、保育サー
ビス定員の目標であ
る600を超える689名
を確保しました。
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ファミリー・サポー
ト・センター事業
子ども家庭支援セン
ター

育児支援ヘルパー
子ども家庭支援セン
ター

ショートステイ
子ども家庭支援セン
ター

トワイライトステイ
子ども家庭支援セン
ター

預かり保育
学務課

私立幼稚園34園全園
で実施。
延べ利用者数
145,147人

区補助金等の活用に
より、預かり保育の
拡充を図りました。

B+ B+ B+

私立幼稚園に対し
て、預かり保育の重
要性を理解していた
だき、預かり保育を
充実し、子育て支援
を推進しました。

板橋区版放課後対策
事業「あいキッズ」
推進
学校地域連携担当課

いきいき寺子屋の拡
充
学校地域連携担当課

児童館子育ちサポー
ト
子ども政策課

学童クラブでの児童
受入
子ども政策課

乳幼児専用ルーム
「すくすくサロン」
子ども政策課

子育てグループ支援
「幼児ふれあいひろ
ば、のびのびひろ
ば」
子ども政策課

母親教室
子ども政策課

【前頁から続く】

育児支援ヘルパー派
遣事業については、
利用者アンケートを
もとに、サービス内
容を拡充しました。
平成27年度には、子
育て世代と女性の活
躍をより積極的に支
援していくために策
定した、｢板橋区子ど
も・子育て支援事業
計画｣により保育サー
ビスの定員を543名増
員する等、待機児解
消に向けた事業をよ
り促進していきま
す。

子どもの健やかな成
長と保護者の仕事等
と子育ての両立の支
援を行うため、あい
キッズを実施してい
ます。待機児童につ
いても27年度に全区
立小学校であいキッ
ズに移行することで
解消済です。
一方で、育児休業の
拡充などの社会情勢
から必要とされる在
宅子育てに対応する
ため、乳幼児親子の
居場所機能等を充実
させた｢新たな児童
館｣のあり方について
検討し、「児童館あ
り方検討報告書（最
終報告）」をとりま
とめ、公表しまし
た。

【次頁に続く】

・子育ちサポート登
録者：2,857名(H27.3
月)
・学童クラブ入会者
数：2,268名(H27.3
月)
・すくすくサロン利
用者数：170,586名
・幼児ふれあいひろ
ば利用者数：240,626
名、のびのびひろば
利用者数：14,798名
・母親教室参加者：
23,669名

取組の
実施方法

評価

評価理由

32
子どもの
居場所整
備

B+

B+

Ａ

各種事業において、
利用者アンケートを
継続的に実施するな
ど、利用者のニーズ
を把握して利用しや
すい制度となるよう
に努めています。

あいキッズ利用：
延　893,745人
登録率：96％
いきいき寺子屋プラ
ン（2,077回）
利用：91,457人

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

31
保育サー
ビスの整
備

・ファミリー・サ
ポート・センター事
業：利用会員6,318
人・利用件数13,352
件（23,289時間）
・育児支援ヘル
パー：283人利用
（2,044時間）
・ショートステイ
（宿泊）：109人利用
（延べ481日）
・ショートステイ
（日帰）：195人利用
（延べ905日）
・トワイライトステ
イ：85人利用（延べ
239日）

育児支援ヘルパー派
遣事業について、利
用者アンケートをも
とに、サービス内容
を拡充しました。ま
た、各種事業の利用
を促進するためチラ
シを見直し、わかり
やすい内容に変更し
ました。

B+ Ａ

あいキッズでは、放
課後の学校敷地内の
専用室と学校施設を
有効活用し、安心・
安全な居場所の提
供、子どもの健やか
な成長と保護者の仕
事等と子育ての両立
の支援を行いまし
た。
寺子屋事業は土曜・
日曜・放課後の子ど
もの居場所づくりを
目的として、PTAや地
域のボランティアに
より組織された学校
開放協力会が、区の
委託で実施していま
す。

B+ B+ B+

あいキッズについて
は、平成26年度から
新たに10校であい
キッズを実施しまし
た。平成27年度には
全ての区立小学校で
あいキッズが実施に
なります。
いきいき寺子屋事業
については、寺子屋
会議を年3回実施し、
寺子屋同士の交流を
深めました。

乳幼児親子に対して
は、児童館に専用室
の「すくすくサロ
ン」設置、子育て支
援として「幼児ふれ
あいひろば、のびの
びひろば」「母親教
室授業」を行ってい
ます。また、児童に
対しては「学童クラ
ブ」での受入れ、そ
れを補完する児童館
での「子育ちサポー
ト」事業を通じて、
子どもの居場所を確
保しています。

B B+ B+

児童館で実施してい
る各事業の年間利用
者数は、概ね順調に
推移してきていま
す。
児童館子育ちサポー
ト、学童クラブでの
児童受入事業は、学
童クラブがあいキッ
ズに移行されている
ことにより、利用者
は減尐しています。
また、あいキッズ
（平成２７年度完全
移行）は定員を設け
ない事業のため、待
機児童は解消となり
ます。
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寄
与
度

達
成
度

総
合

ファミリー・サポー
ト・センター事業
（再掲31）
子ども家庭支援セン
ター

地域子育て支援拠点
事業「０・１・２ひ
ろば」
子ども家庭支援セン
ター

子育て支援者養成シ
ステム
子ども家庭支援セン
ター

子育て通信「すくす
く」
子ども家庭支援セン
ター

子育て支援者グルー
プの交流
子ども家庭支援セン
ター

地域子育て支援拠点
事業「森のサロン」
子ども家庭支援セン
ター

寄
与
度

達
成
度

総
合

育児相談の充実
保育サービス課

育児相談実績
203件

区立保育園におい
て、保護者が抱える
子育てに関する悩み
や相談について、園
長や看護師などがこ
れまでの経験を通じ
てのアドバイスを行
い、保護者の子育て
に関する支援を行っ
てきました。

B+ B+ B+

核家族が進む中、配
偶者以外に育児に関
する悩みごとを話せ
る保護者が尐なく
なってきています。
こうした中、区立保
育園においては通園
している園児はもち
ろん、通園していな
い児童についての子
育てに関する相談も
行うことで、地域の
子育て支援窓口とし
て機能することがで
きました。

すくすくサロン相談
子ども政策課

平成２６年度すくす
くサロン利用者数：
10館、170,586名

利用者の相談に対
し、児童館職員が子
育ての孤立化、不安
感の軽減を図ってい
ます。

B B+ B+

地域における身近な
相談窓口として機能
していると評価しま
す。

子どもなんでも相談
子ども家庭支援セン
ター

すくすくサロン相談
子ども家庭支援セン
ター

地域子育て支援拠点
事業「０・１・２ひ
ろば」（再掲32）
子ども家庭支援セン
ター

地域子育て支援拠点
事業「森のサロン」
（再掲32）
子ども家庭支援セン
ター

33
子育てに
関する相
談の充実

B+

核家族化が進む中、
子育てに悩む保護者
を支援するため、訪
問や区立保育園・児
童館・子ども家庭支
援センターなどの施
設で、様々な形での
相談支援を行ってい
ます。
今後も、適切な相談
体制の充実により、
男女が仕事と家庭の
調和を保ち活躍でき
る社会環境の実現に
寄与していきます。

・ファミリー・サ
ポート・センター事
業：利用会員6,318
人・利用件数13,352
件（23,289時間）
・いたばし0･1･2ひろ
ば：13,248名利用
・なります0･1･2ひろ
ば：10,442名利用
・森のサロン：
16,557名利用
・子育て支援者養成
システム：3級課程38
名修了、2級課程26名
修了
・「通信誌すくす
く」：発行休止
・子育て支援者グ
ループの交流（すく
すくまつり）：17団
体参加

・いたばし0・1・2ひ
ろばでは、男性の育
児参加を推進するた
め、第1土曜日を「パ
パの日」としていま
す。ひろば事業が口
コミ等で広がり、パ
パの日以外でも男性
の利用者は増加して
います。
・森のサロンでは、
大学と連携し、地域
の子育て拠点として
男女双方が参加しや
すいよう、さまざま
な事業を開催してい
ます。

B+ B+

施策の方向：（１５）子育てに関する相談支援

取　組

取組の内容、方策、
事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

【前頁から続く】

ひろば事業では、男
性利用者は増加傾向
にあり、男女がとも
に子育てに関わる環
境を整備していま
す。
女性の社会進出や、
家庭生活と職業生活
両立のためには、子
どもが安心して過ご
せる環境整備が重要
です。今後も、利用
者の目的やライフス
テージに合わせた子
どもの居場所づくり
に努めていきます。

B+

取　組

32
子どもの
居場所整
備

B+

・ひろば事業では、
「パパの日」や森の
サロンでの野外活動
などにより男性利用
者は増加傾向にあ
り、男女がともに子
育てに関わる環境を
整備しています。ま
た、0・1・2ひろばに
ついては、今後児童
館に機能を移行する
とともに実施場所を
増やすことで利便性
を高めていきます。

取組の内容、方策、
事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

・開設日数：292日／
年
・相談対応件数：
29,729件（1日平均
101.8件　内訳：電話
22,230件、面接762
件、訪問2,930件、そ
の他3,807件）

・すくすくサロン相
談は、子ども政策課
のすくすくサロン相
談に統合しました。
・18歳未満の児童と
その保護者等の相談
を「子どもなんでも
相談」として一義的
に受け、必要に応じ
専門機関を紹介して
います。
・ひろば事業での相
談を必要に応じて専
門の相談員につなげ
ています。

Ａ B+ Ａ

子育てに関する不安
や、児童自身の悩み
に関する相談を虐待
防止の観点に立って
実施し、電話・面
接・訪問等に加え、
必要に応じて専門機
関との連携を行い、
迅速な対応や、早期
解決を目指すこと
で、子育ての家庭の
支援をしています。
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寄
与
度

達
成
度

総
合

こんにちは赤ちゃん
事業（再掲26）
健康推進課

新生児訪問指導（産
後うつ対応の充実）
（再掲26）
健康推進課

B+

離乳食訪問お助け隊
事業
健康推進課

寄
与
度

達
成
度

総
合

おとしより相談セン
ター（地域包括支援
センター）の拡充
（再掲23）
おとしより保健福祉
センター

認知症家族支援プロ
グラム
おとしより保健福祉
センター

認知症高齢者援護事
業
おとしより保健福祉
センター

地域ボランティア養
成事業
おとしより保健福祉
センター

介護実習普及セン
ター運営
おとしより保健福祉
センター

高齢者虐待専門相談
室運営
おとしより保健福祉
センター

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

【前頁と同じ】
核家族が進む中、子
育てに悩む保護者を
支援するため、訪問
や区立保育園・児童
館・子ども家庭支援
センターなどの施設
で、様々な形での相
談支援を行っていま
す。
今後も、適切な相談
体制の充実により、
男女が仕事と家庭の
調和を保ち活躍でき
る社会環境の実現に
寄与していきます。

33
子育てに
関する相
談の充実

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

・こんにちは赤ちゃ
ん事業：625件
・新生児訪問指導：
4,300件
・離乳食訪問お助け
隊事業、190件(予定

赤ちゃんがいる家庭
に訪問し、母子及び
家族の心身の状況や
養育環境を把握し、
適切な支援を行いま
す。
離乳食訪問お助け隊
事業では、個別に各
家庭を訪問し支援し
ます。

B+ B+

B+

高齢者や障がい者を
地域で支え、介護者
の負担を軽減し、家
族の介護と社会活動
の両立の一助となる
よう事業を実施して
います。今後も、特
定の家族に負担が偏
りがちである介護に
ついて、男女平等の
視点から考えてもら
えるよう取組を進め
ていきます。

B+

こんにちは赤ちゃん
事業と新生児訪問指
導については、周知
方法の工夫により、
専門職による訪問増
加につながり、より
丁寧な訪問支援を行
うことができまし
た。

施策の方向：（１６）高齢者・障がい者とその家族を支援する福祉サービスの充実

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

・認知症家族支援プ
ログラム延参加人数
485人(男性：85人
女性：400人)
・介護予防サポー
ター養成講座6日間
実人数4人(男性0人、
女性4人)
延参加人数23人(男性
0人、女性23人)
・地域ボランティア
（失語症会話パート
ナー、自助具ボラン
ティア）養成講座10
回　延参加者数91人
養成人数16人（男性2
人、女性14人）
・介護実習普及セン
ター運営　区民向け
講座34回　延参加者
数322人　（うち介護
講座は、延参加者数
280人　男性15人、女
性265人）、事業者向
け講座　11回、延参
加者数523人
・高齢者虐待防止
専門電話1回線、研修
2回

・認知症の理解と介
護の方法を学ぶ講座
を家族を対象に実
施。講座を通じて、
家族同士の交流を図
ります。
・地域で高齢者を支
えるまちづくりとし
て、介護予防サポー
ターの養成を行いま
した。
・自助具ボランティ
ア養成講座では、比
較的男性の参加が得
られやすい自助具の
作製を通した自助具
の普及啓発を図る内
容としています。
・介護実習普及セン
ター区民向け講座で
は、土曜日に介護講
座を行うなど参加し
やすさに配慮してい
ます。
・高齢者虐待相談を
行いやすいように、
対応職員の性別を配
慮しました。

Ａ Ａ Ａ

介護は地域社会全体
で支えるという考え
の下で事業を実施し
ています。平成26年
度も、男性、女性の
区別なく参加しやす
い日程や内容で実施
しました。

34

高齢者・
障がい者
とその家
族を支援
する福祉
サービス
の充実
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寄
与
度

達
成
度

総
合

障がい者相談支援体
制の拡充
障がい者福祉課

障がい者緊急保護施
設の運営
障がい者福祉課

障がい者自立生活支
援事業介護セミナー
障がい者福祉課

福祉総合相談（再掲
21）
福祉事務所

年間相談件数
32,129件

福祉に関するあらゆ
る相談を受け付けて
います。

Ａ Ａ Ａ
相談者の問題解決に
寄与しています。

寄
与
度

達
成
度

総
合

男性の意識向上のた
めの講座等の実施
男女社会参画課

ライフステージに応
じた実践的な講座等
の実施
男女社会参画課

ロールモデルの発
掘・活用
男女社会参画課

育児・介護休業制度
の普及・啓発
男女社会参画課

障がい者自立生活支
援事業介護セミナー
（再掲34）
障がい者福祉課

介護セミナー：62名
参加

介護に関する理解や
不安等を共有するこ
とで、男女問わず協
力して介護に携わっ
ていけるような機会
を提供しています。

Ａ Ａ Ａ

セミナーの開催にあ
たり、広く区民に情
報が提供できるよう
工夫しました。特定
の家族に負担が偏り
がちである介護につ
いて、知識・理解を
深めてもらうこと
で、男女平等に対す
る意識改革に寄与で
きました。

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

34

高齢者・
障がい者
とその家
族を支援
する福祉
サービス
の充実

B+

【前頁と同じ】
高齢者や障がい者を
地域で支え、介護者
の負担を軽減し、家
族の介護と社会活動
の両立の一助となる
よう事業を実施して
います。今後も、特
定の家族に負担が偏
りがちである介護に
ついて、男女平等の
視点から考えてもら
えるよう取組を進め
ていきます。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

・相談支援事業所21
か所
・相談支援事業所実
務担当者連絡会12回
・サービス等利用計
画達成率47.0%（23区
平均45.5%）
・障がい者福祉セン
ター相談件数：3,086
件
・緊急保護
利用登録者：
511名
延利用日数：
1343日
延利用泊数
1049泊
・介護セミナー：62
名参加

・26年度は新規に5か
所の相談支援事業所
を指定しました。
・実務担当者会を毎
月実施しました。
・介護者向けの相談
やセミナーを実施
し、情報提供を行い
ました。
・障がい者（児）が
介護者の入院や冠婚
葬祭、休養などで介
護を受けることが困
難になった場合、一
時的に介護を行いま
した。

Ａ Ａ Ａ

・相談支援事業所を
増やし、サービス等
利用計画の作成を一
層進めました。
・実務担当者会で情
報交換等を行い相談
支援のスキルアップ
につながりました。
相談・セミナー・緊
急保護の実施により
介護者の負担を軽減
し、家族の介護と社
会活動の両立の一助
として機能していま
す。特定の家族に負
担が偏りがちである
介護について、男女
平等の視点から考え
てもらえるよう、男
女平等参画関係のチ
ラシ類を、見やすい
場所に掲示しまし
た。

課題１１ : 男女がともに家庭生活を担うための支援
二次評価

B+
　家事・育児・介護は女性の仕事だと思う潜在意識から抜けられずにいる女性もいることから、男女平等参画社会実現に向けた第一歩とし
て、家庭生活において固定的役割分担意識の解消につながるセミナー等を実施しています。講座等による啓発は全体を通して、概ね順調に進
められていて男女平等に対する意識改革に寄与することができました。

施策の方向: (１７)男女が協力して家事・育児・介護等を担うための支援

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

35
意識啓発
に向けた
支援

・男女共同参画推進
公開講座
参加者：66人
・男性応援講座
参加者：13組（32
人）

男女共同参画推進公
開講座ではワーク・
ライフ・バランスや
夫婦間での家事や仕
事のあり方などを
テーマに実施しまし
た。
男性応援講座では、
男性が楽しんで育児
参加できるような実
践的な講座を実施し
ました。

Ａ Ａ Ａ

固定的性別役割分担
意識の解消の視点か
ら、実践的かつ効果
的な啓発活動を実施
することができまし
た。

B+

固定的性別役割分担
意識の解消につなが
る講座を実施してい
ます。特定の家族に
負担が偏りがちであ
る介護については、
知識・理解を深めて
もらうことなど、男
女平等に対する意識
改革に寄与していま
す。今後とも男女が
ともに家庭生活を担
えるような取組を進
めていきます。

28



寄
与
度

達
成
度

総
合

町会連合会主催講演
会及び各支部主催研
修費補助
地域振興課

ボランティア情報の
提供
地域振興課

ＮＰОボランティア
活動の活性化、協働
推進
地域振興課

町会・自治会への参
加促進
地域振興課

リサイクル推進員
清掃リサイクル課

環境美化・リサイク
ル活動を行う組織へ
の参加促進
清掃リサイクル課

防災活動を行う組織
への参画支援
住民防災支援課

26年度防災リーダー
養成講習受講者:241
人(男性163人、女性
78人、女性比率
32.4%)

全防災リーダー
数:3,943人

女性防災リーダー
数:1,708人

全防災リーダーに占
める女性比率:43.3%

防災リーダー養成講
習では、受講者に性
別を問わずに求めら
れる防災リーダーと
しての役割を伝える
とともに、女性の視
点を取り入れた防災
対策（女性に必要な
備蓄品など）につい
ても意識して取り組
みました。

Ａ Ａ Ａ

全防災リーダーに占
める女性比率が43.3%
であることから、
「男女がともに地域
活動に参画する」と
いう基盤作りは順調
に進んでいると言え
ます。

男女平等参画の視点
を取り入れた避難所
の整備
【H25追加の取組】
防災計画推進課

避難所備蓄用とし
て、化粧が落とせる
ウェットティッシュ
127,920枚、保湿剤
164本、尿もれパット
6,972枚を購入しまし
た。

女性や高齢者、児童
等に配慮して策定さ
れた「備蓄最適化計
画」に基づいた備蓄
を進めています。

Ａ Ａ Ａ

男女の差なく、災害
時における一定レベ
ルの避難所生活を送
るための物資を新規
購入しました。

課題１２ : 男女がともに地域活動に参画するための支援
二次評価

Ａ
　ボランティア活動や町会・自治会への参加、リサイクル活動、防災リーダーの養成をはじめとする防災活動組織への参加に関しては女性の
参加者も多く、概ね順調に行われています。これらの活動について、今後は、参加される女性の中から、各団体・組織の中枢的役割を担う人
材がより多く輩出されるような支援も検討していきます。

施策の方向: (１８)地域活動への参画促進

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

36
地域活動
への参画
支援

・町会連合会主催の
講演会（641名参加）
や、各支部主催の研
修（5支部）に経費を
補助
・個人登録ボラン
ティア706人中、女性
464人（66％）
・町会連合会が作成
した加入促進パンフ
レットの配布

・町会・自治会関係
者を対象として、地
域活動に関する講演
会や、研修、施設見
学会が実施されまし
た。
・女性が参加しやす
い傾聴ボランティア
の養成講座や、女子
会としてひきこもり
カフェを実施し、ボ
ランティア参加の意
識啓発をしました。
・加入促進パンフ
レットを戸籍住民課
や区民事務所の窓口
で転入者等へ渡して
います。

Ａ Ａ Ａ

・研修会等への参加
を通じて、地域活動
を行う上での見聞を
広めるとともに、参
加者の交流や状交換
が行われました。
・個人登録ボラン
ティアにおける女性
人数は、25年度の410
人から464人と向上し
ており、女性による
ボランティア活動へ
の参加が進んでいま
す。
・板橋区で新たに住
民となる方に、早い
段階で町会・自治会
活動の周知をしてい
ます。

Ａ

ボランティアにおけ
る女性人数は、25年
度の410人から464人
と向上しており、女
性によるボランティ
ア活動への参加が進
んでいます。また、
全防災リーダーに占
める女性比率も43.3%
であることから、
「男女がともに地域
活動に参画する」と
いう基盤作りは順調
に進んでいると言え
ます。

・リサイクル推進員
564人(27.3.31現在)
研修会各地域2回開催
・生ごみからたい肥
作り講習会5回実施
・集団回収実施団体
883団体(27.3.31現
在)

・清掃・リサイクル
に関する研修会を実
施しました。
・生ごみからたい肥
づくり講習会を実施
しました。
・資源の集団回収を
実施しました。

Ａ Ａ Ａ

・地域のリサイクル
リーダーであるリサ
イクル推進員に対
し、情報提供・啓発
を行いました。
・冊子への掲載等に
より、集団回収活動
への参加を促進しま
した。
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DV防止関係資料によ
る情報提供
男女社会参画課

セミナー等の実施
男女社会参画課

いたばしパープルリ
ボンプロジェクト等
戦略的なPR実施
男女社会参画課

区立小中学校におけ
る人権教育の充実
指導室

・人権教育にかかわ
る研修：４回
・教育委員会訪問時
の指導助言：54回

研修で「人権教育」
の内容を設定し、都
及び区の指導資料を
用いて、人権教育の
充実を図りました。

Ａ Ａ Ａ

研修会で教職員の理
解向上を図ることが
できました。訪問時
の指導・助言で、取
組の促進を図ること
ができました。

高校・大学と協働し
た予防教育の検討・
実施
男女社会参画課

区内５大学祭出展/来
場者1,337人

大学祭への出展を中
心に、若年層への啓
発を行いました。出
展に際しては有志学
生の手伝いを積極的
に依頼し、学生との
協働を進めました。

B+ B B

大学祭では新たに学
生と協力して出展で
きた。大東文化大学
での出前講座が実施
できなくなったた
め、新たな啓発方法
について検討が必要
です。

めざす姿４  男女の平等と人権が尊重される社会
二次評価

B+

　課題13～18を板橋区におけるＤＶ防止基本計画と位置づけ、ＤＶ被害者支援に向けた取組を行っています。
　普及・啓発においては、大学祭など人が集まる場を活用し、若い世代や幅広い年代層への情報提供を行っています。また、被害者支援につ
いても、配偶者暴力相談支援センターを中心に関係各課が連携して被害者の立場に立って行っています。
　しかしながら、平成26年度実施の意識・実態調査において、ＤＶのいずれかの行為を受けたことがあると答えた人に相談の有無を尋ねたと
ころ65.3％が「相談しなかった」と答えているところから、まだまだ被害の潜在化が想定されます。さらに、意識・実態調査では、ＤＶのい
ずれかの行為を受けたことがあるが相談しなかったと答えた人に理由を尋ねたところ、4.3％が「だれ（どこ）に相談してよいのかわからな
かった」と答えています。前回の意識・実態調査より2.9ポイント低下しているとはいえ、まだまだ周知不足が想定されます。今後一層の普
及・啓発を行い、必要な人に必要な情報が届くように努めます。
　また、ＤＶは親から子どもへと世代から世代へ悪循環する傾向が指摘されていて、若年層に対するＤＶの予防啓発・教育は将来の加害者・
被害者を出さないためにも重要なものと考えられます。今後は中高生など若年層に向けた取組を検討していく必要があります。
　ＤＶ被害者の安全確保のための取組や自立に向けた支援などは、関係各課の連携により適切に行っています。今後も、個別事情に配慮し、
利用者の意向を尊重した安全・安心な支援に努めます。
　セクシュアル・ハラスメントについては、産業情報誌の活用により周知等に努めましたが、事業主へのセクシュアル・ハラスメント防止の
働きかけについて、より一層の工夫と働きかけの強化を検討していきます。

課題１３ : 女性に対するあらゆる暴力を許さない社会へ向けた啓発・教育
二次評価

B

　区内５つの大学の大学祭や成人式を活用し、女性に対する暴力根絶運動のシンボルであるパープルリボンをＰＲするなど、幅広い年齢層へ
の普及・啓発を行っています。区立小中学校においても、人権教育の研修を通じ人権教育の充実に努めています。
　しかしながら、若年層に対しての啓発・教育機会は十分とは言えず、将来の加害者・被害者を出さないためにも、中高生など若年層に向け
たデートＤＶ予防教育などの啓発活動の検討が必要となっています。

施策の方向: (１９)女性に対する暴力の防止に向けた啓発の推進

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

37

女性に対
する暴力
防止に関
する普
及・啓発

・女性に対する暴力
をなくす運動の実施
・ＤＶ防止セミナー
参加者：17人
・区内５大学祭出展/
来場者：1,337人(２
日間)/来場者：490人
成人式での啓発品の
配布680個

・広報いたばし11/8
号への啓発記事を掲
載しました。
・ＤＶ等、パート
ナーとの関係を題材
にした即興劇を取り
入れました。
・若年層へのデート
ＤＶ防止啓発を中心
に、啓発品の効果的
な配布に力をいれま
した。

Ａ B B+

・相談窓口周知を中
心に実施しました。
・セミナーの継続的
な実施を通じて、啓
発意識の醸成につな
がっています。周知
の方法は今後も工夫
していきます。・配
布場所にあわせて啓
発品を変える等工夫
しました。

B+

大学祭や成人式など
で多くの区民に啓発
しています。残念な
がら講座参加者が尐
ないことは課題で
す。今後も効果的な
普及・啓発をめざし
て工夫していきま
す。

38
学校等と
進める予
防教育

B

区立小中学校では人
権教育の研修を通じ
人権教育の充実に努
めました。高校・大
学との協働では、大
学祭以外の新たな啓
発方法について検討
を行っていきます。
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通報制度の周知
男女社会参画課

民生委員、医師会等
関係機関との連携
男女社会参画課

寄
与
度

達
成
度

総
合

40
相談に関
する情報
の周知

多様な媒体を活用し
た相談窓口の周知
男女社会参画課

相談電話番号の新
設、板橋区こころと
生活の相談窓口、子
育て情報ブック　他

・他課作成の相談案
内への掲載
・相談件数の増加に
伴う相談専用電話の
設置とＰＲ

Ａ Ａ Ａ

多様な媒体を活用し
た情報発信を行うと
ともに、相談件数の
大幅な増加を勘案し
て、新たな相談専用
電話を開設しまし
た。

B+

専門電話設置とＰＲ
等により相談しやす
い窓口づくりを行っ
ています。今後も、
必要な人へ必要な情
報が届くよう周知し
ていきます。

DVに関する専門相談
福祉事務所

年間相談件数
1,101件

相談を受け、被害者
の安全確保、生活支
援を行っています。

Ａ Ａ Ａ
ＤＶ被害者の救済に
寄与しています。

DVに関する専門相談
男女社会参画課

福祉事務所等との連
携強化
男女社会参画課

「高齢者虐待防止窓
口」、「障がい者虐
待防止窓口」等との
連携
【H25追加の取組】
男女社会参画課

課題１４ : DV被害者の立場に立った相談体制の構築
二次評価

B+

　配偶者暴力相談支援センターを中心に関係各課が連携して被害者の立場に立った支援を行っています。相談数も増加しており、ＤＶ支援の
中核として配偶者暴力支援センターの機能が充実してきていると言えます。しかしながら、意識・実態調査結果からは、被害の潜在化や相談
場所等についての情報の周知不足が想定されました。今後とも、必要な人に情報が届き、適切な支援につながるよう、区民への啓発や周知に
尽力します。

施策の方向: (２０)早期発見へ向けた仕組みづくり

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

39
通報に関
する情報
の周知

ＤＶ連絡会開催
ＤＶ担当者会開催

各種会議で通報状況
を報告し、事案につ
いて連携できること
を確認しました。

B+ B B+

通報受付時には通報
者への助言ととも
に、早期支援へ繋が
る方策を協議し、対
応することができま
した。

B+

早期発見と対応のた
め連携しています。
引き続き制度周知を
実施していきます。

施策の方向: (２１)DV相談体制の強化・充実

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

41

配偶者暴
力相談支
援セン
ター機能
を果たす
施設の設
置

Ａ

関係各課との連携に
より、ＤＶ支援の中
核として配偶者暴力
支援センターの機能
が充実してきていま
す。今後も被害者の
立場に立った支援に
努めていきます。

・ＤＶ専門相談
176件

・総合相談における
ＤＶ相談
273件

ＤＶ専門相談や福祉
事務所における緊急
対応のみならず、認
知症や虐待等による
対応が必要ないか
等、相談者の状況を
勘案し、被害者の立
場に立った支援がで
きるよう業務に取り
組みました。

Ａ Ａ Ａ

ＤＶ施策の中核を担
う配暴センターとし
て、総合的に支援を
行う体制づくりを進
めてきました。

課題１５ : 緊急時における被害者の安全確保と適切な支援
二次評価

B+

　定期的に関係機関を交えた会議を開催するなど、緊急時の連携に向けた体制作りを行い、ＤＶ被害者の安全確保のための取組を行っていま
す。今後も、個別事情に配慮し、利用者の意向を尊重した安全・安心な支援に努めます。
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母子緊急一時保護事
業
子ども政策課

一時保護世帯数[21
件、人数30人、利用
日数108日　、延べ日
数166日]

夫等からの暴力等に
より緊急に保護を必
要とする場合に、区
内の母子支援施設に
一時的に保護してい
ます。相談から保護
に至るまで、個別の
事情に配慮しなが
ら、利用者の安全確
保や自立に向けた適
切な支援をすること
ができました。

B+ B+ B+

個別の事情に配慮し
ながら適切な支援が
できています。関係
機関と連携し、利用
者の安全・安心を最
優先に利用者の意向
を尊重した支援を行
うことができまし
た。

母子緊急一時保護事
業
福祉事務所

DV被害者保護
福祉事務所

警察との連携強化
福祉事務所

都道府県配偶者暴力
相談支援センターと
の連携
福祉事務所

都道府県配偶者暴力
相談支援センターと
の連携
男女社会参画課

・都配暴センター会
議１回
・ＤＶ関係機関打合
せ〔裁判所〕１回
・区ＤＶ連絡会への
都配暴センター出席
１回

都主催、裁判所主
催、区主催の会議に
おいて、情報・課題
の共有を実施しまし
た。

Ａ Ａ Ａ

都配暴センターとの
連携も強化され、安
全な被害者支援体制
づくりにつながりま
した。

寄
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43
庁内各種
手続きの
円滑化

DV相談共通シートの
作成に向けた検討
男女社会参画課

・ＤＶ担当者連絡会
２回
・ＤＶ関係者連絡会
２回

「手続きシート」の
活用に加え、被害者
情報の取扱いについ
て課題の認識・情報
の共有化を実施しま
した。

Ａ Ａ Ａ

連絡会議等の活用に
より、各課が有する
被害者支援に関わる
問題提起・課題の認
識・情報等の共有が
図れました。

Ａ

ＤＶ相談共通シート
の活用や、連絡会議
の連携により円滑な
手続きを行っていま
す。

44

被害者等
に関わる
情報の保
護

住民票の写しの交付
制限等が適切に運用
されるための取組
男女社会参画課

・ＤＶ担当者連絡会
２回
・ＤＶ関係者連絡会
２回

被害者情報の取扱い
について、事例案件
を基に課題の認識・
情報の共有、解決策
の検討を実施しまし
た。

Ａ Ａ Ａ

全庁的な周知が必要
な案件については、
連絡会内での共有の
みならず、庁内に向
けて注意喚起の文章
を発信する等、情報
保護に関する働きか
けを実施しました。

B+

連絡会での情報共有
のほか、庁内に注意
喚起の文章を発信す
るなど、被害者の情
報保護の徹底に努め
ています。

施策の方向: (２２)DV被害者の一時保護

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

42
緊急時の
保護体制
整備

B+

個別の事情に配慮し
ながら、警察や都女
性センター等と連携
を行い、適切な支援
を行っています。今
後も、加害者の追跡
が及ばないよう、Ｄ
Ｖ被害者の安全確保
のための取組をしっ
かりと継続していき
ます。

・母子緊急一時保護
21件、利用日数108
日、延べ日数166日）
・ＤＶ被害者保護
年間保護件数
88件
・警察との連携強化
ＤＶ連絡会出席年２
回
・都配暴センターと
の連携
都女性相談センター
利用件数　38件

ＤＶ被害者の安全確
保、生活安定のた
め、緊急一時保護施
設・都婦人相談セン
ター（都配暴セン
ター）への入所・生
活保護等生活支援、
各種手続きの援助を
警察と連携して、実
施しています。

Ａ Ａ Ａ
ＤＶ被害者の救済に
寄与しています。

課題１６ : DV被害者が自立するための支援
二次評価

B+
　ＤＶ連絡会や担当者会での情報共有により、関係機関や庁内各課の連携のとれた支援体制の強化が図られています。ＤＶ被害者の個々の状
況に応じた生活支援のため、各所管課が連携を図りながら適切な手続き・情報提供を行っています。ＤＶと関連の深い児童虐待についても、
配偶者暴力相談支援センターや福祉事務所と子ども家庭支援センターとの連携により子どもの状況に応じた支援が行われています。今後も、
関係各課・関係機関の連携により、被害者の状況に応じた自立に向けて取り組みます。

施策の方向: (２３)自立生活再建のための支援体制

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
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度
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生活の支援
福祉事務所

就労に向けた支援
福祉事務所

連携会議
福祉事務所

就労に向けた支援
男女社会参画課

被害者支援マニュア
ル
男女社会参画課

連携会議
男女社会参画課

就労に向けた支援
産業振興課

・いたばし若者サポート
ステーション
・キャリア・カウンセリン
グ：年99回実施
・若年者向け就職支援
セミナー（39歳以下男
女対象）：年3回
・女性再就職支援セミ
ナー（女性対象）：年1
回
・就職面接会：年3回

若年者に対しては、・
いたばしサポステ事
業、キャリア・カウンセリ
ングでの相談、若年者
向け就職支援セミ
ナー、男女社会参画課
共催の再就職支援セミ
ナー、就職面接会
等、相談から就職まで
一貫した支援ができる
よう、施策を行っていま
す。

Ａ Ａ Ａ

キャリア・カウンセリング
及び女性再就職支援
セミナーにおいて男女
社会参画を進めるため
の工夫があった点、総
じて事業参加者が増加
した点から寄与度・達
成度ともにAとしまし
た。

住宅確保に向けた支
援
住宅政策課

・都営住宅募集：年
間４～６回
・区営住宅募集：年
１回

都営住宅等の情報提
供及び応募方法を案
内しました。

Ａ Ａ Ａ

福祉事務所や男女平
等推進センターと情
報交換や連携をして
支援ができました。

国保・年金制度によ
る適切な情報提供
国保年金課

DV被害に関する公的
証明書による国保加
入相談件数：年間15
件

一般区民との区別は
していませんが、応
対面でプライバシー
等の配慮をしていま
す。

Ａ Ａ Ａ
応対等適切な対応が
できました。

就学の支援
学務課

受付件数　57件　就
学した児童・生徒数
70人

義務教育の学齢児
童・生徒について、
住民登録の有無にか
かわらず状況に応
じ、学校への就学を
行っています。

B+ B+ B+

入学後、経済的支援
として就学援助制度
について案内をしま
した。関係機関と連
絡を密にし、児童・
生徒の保護を最優先
に就学の支援事務を
行っています。

保育の支援
保育サービス課

統計なし

保育園に通う子ども
の家庭でＤＶ被害が
あったことを確認し
たときは、関連部署
や児童相談所等と家
庭状況等の情報交換
を行いました。

Ａ Ａ Ａ

ＤＶ被害を受けた親
やその児童には、園
長をはじめ職員全員
が丁寧な対応に努め
ています。
保護者に対しては、
育児に関する指導や
アドバイスを適時的
確に行えるよう努め
ました。

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

45
生活再建
に向けた
支援

［生活支援］
「就労支援］
生活保護適用件数 60
件

［連携会議］
ＤＶ連絡会出席年２
回

生活保護適用・福祉
資金利用等の案内、
母子の自立を図るた
め就労支援を行って
います。ＤＶ連絡会
議に参加し、警察と
の情報共有・連携を
図っています。

Ａ Ａ

ＤＶ被害者の生活再
建のため、生活保
護、国保・年金や就
学・保育の支援など
が適切に行われてい
ます。
今後も、関係各課が
連携を図りながら、
被害者の個別事情に
則した支援を行って
いきます。

・各種相談業務（相
談員は産業カウンセ
ラー）
・再就職支援セミ
ナー
・ＤＶ担当者会議２
回

再就職支援セミナー
に「福祉枠」を設定
し福祉事務所と連携
して支援を実施しま
した。
専門相談において生
活再建に役立つ助
言・情報提供を行い
ました。
・連携会議を開催
し、具体的案件につ
いて検討・共有を行
いました。

Ａ B+ B+

相談業務のレベル
アップや連携会議の
活性化等により、支
援体制は着実に進み
ました。再就職支援
セミナーの「福祉
枠」における福祉事
務所との連携につい
ては、今後、検討・
調整をしていきま
す。

Ａ
ＤＶ被害者の救済に
寄与しています。

B+
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寄
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度

達
成
度

総
合

要保護児童対策地域
協議会
子ども家庭支援セン
ター

児童虐待防止ケアシ
ステム研修会
子ども家庭支援セン
ター

虐待防止支援訪問
子ども家庭支援セン
ター

見守りサポート事業
子ども家庭支援セン
ター

寄
与
度

達
成
度

総
合

DV担当者連絡会の充
実
男女社会参画課

東京都配偶者暴力相
談支援センター等と
の連携
男女社会参画課

警察、医師会等関係
機関との連携
男女社会参画課

NPO等民間団体との連
携
男女社会参画課

東京都配偶者暴力相
談支援センター等と
の連携
福祉事務所

警察、医師会等関係
機関との連携
福祉事務所

NPO等民間団体との連
携
福祉事務所

母子緊急一時保護事
業（再掲42）
福祉事務所

実績
（数値など具体的な

実績）

取組の
実施方法

関係機関
や地域
ネット
ワークと
の連携協
力推進

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況

要保護児童対策地域
協議会において、要
支援児童に関わる各
機関が連携し支援を
続けています。ま
た、虐待を未然に防
止するため、家庭訪
問や児童相談所と連
携した見守りサポー
ト事業を実施し、支
援の必要な児童に対
して継続的に支援を
行いました。なお、
支援に係る職員に対
して研修を実施し、
虐待の早期発見や相
談対応能力を強化し
ました。

B+

評価

評価理由

平成26年度一次評価

二次評価

ＤＶと児童虐待の関
係性の中で、配偶者
暴力相談支援セン
ター等と子ども家庭
支援センターの連携
を密に行い、子ども
への支援をしていま
す。今後も子どもの
状態に応じた適切な
取組を継続していき
ます。

課題１７ : 関係機関等との連携推進
二次評価

B+

46
子どもへ
の継続的
な支援

・要保護児童対策地
域協議会（代表者会
議１回／年、実務者
会議18回／年、個別
ケース会議552回／
年）・見守りサポー
ト事業（12回／
年）・ケアシステム
研修会(２回／年）

要保護児童対策地域
協議会では、関係機
関との情報共有、支
援の方向性の確認を
行い、DV被害者と児
童虐待の関係性の中
でより連携を深めま
した。また、児童虐
待ケアシステム研修
会で、関係機関の相
談対応力の強化を図
りました。
虐待防止支援訪問で
は、虐待の予防、悪
化の防止のために家
庭訪問を実施しサー
ビス調整等の支援を
行いました。併せ
て、見守りサポート
事業として児童相談
所と連携し、総合的
に支援を実施してい
ます。

B+ B+ B+

　関係各課・関係機関との連携のもと、ＤＶ被害者の安全確保や地域における継続的な自立支援を行っています。ＤＶ被害者は、一人ひとり
の個性も生活・状況も異なるため、保護や生活再建のためのネットワークが大切であり、今後も一層の協力・連携を進め、支援体制の充実を
図っていきます。
 今後は、ＮＰＯ等民間団体との連携についても検討するなど、多様な関係機関との連携協力を進めます。

施策の方向: (２４)関係機関等との連携推進

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

Ａ

B+

配偶者暴力相談支援
センターを始めとし
た関係各課と関係機
関との連携のもと、
ＤＶ被害者の安全確
保や地域における継
続的な自立支援を
行っています。今後
も一層の協力・連携
を推進していきま
す。

評価理由

・都配暴センター会
議１回
・ＤＶ関係機関打合
せ〔裁判所〕１回
・区ＤＶ連絡会への
都配暴センター出席
１回
・要保護児童対策地
域協議会（代表者会
議）１回

担当者会では実務的
な内容の検討、関係
機関連絡会では、各
機関における課題の
情報共有など支援の
段階よって異なる検
討内容について重層
的に実施しました。
また、医師会におい
ては、早期発見に向
けて連携を進めてい
ます。

Ａ B+ B+

社会情勢や国・都の
状況、各職場におけ
る実情を勘案しなが
ら、常に現状に応じ
た会議運営等によ
り、連携を進めるこ
とができました。平
成26年度のDV連絡会
から北児童相談所の
出席も得られ、連携
が拡大しました。し
かし、民間団体との
連携に課題が残りま
した。

47

都女性センター利用
件数　38件

ＤＶ連絡会出席年２
回

母子緊急一時保護
21件、利用日数108
日、延べ日数166日

関係機関との連携を
図り、ＤＶ被害者支
援を進めています。

Ａ Ａ
ＤＶ被害者の救済に
寄与しています。
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母子緊急一時保護事
業（再掲42）
子ども政策課

一時保護世帯数[21
件、人数30人、利用
日数108日　、延べ日
数166日]

夫等からの暴力等に
より緊急に保護を必
要とする場合に、区
内の母子支援施設に
一時的に保護してい
ます。相談から保護
に至るまで、個別の
事情に配慮しなが
ら、利用者の安全確
保や自立に向けた適
切な支援をすること
ができました。

B+ B+ B+

個別の事情に配慮し
ながら適切な支援が
できています。関係
機関と連携し、利用
者の安全・安心を最
優先に利用者の意向
を尊重した支援を行
うことができまし
た。

要保護児童対策地域
協議会（再掲46）
子ども家庭支援セン
ター

・要保護児童対策地
域協議会（代表者会
議：年１回、実務者
会議：年18回、個別
ケース会議：年552
回）
・見守りサポート事
業：年12回
・ケアシステム研修
会：年２回

児童福祉法第25条の
２の規定により、要
保護・要支援児童、
特定妊婦の早期発
見、支援の充実、関
係機関の連携強化を
図っています。

Ａ Ａ Ａ

DV被害のあった児童
を含めた、要保護・
要支援児童、特定妊
婦を対象に要保護児
童対策地域協議会の
実務者会議を地区別
で行い、支援に関わ
る担当職員が顔の見
える関係の中で情報
交換、役割確認を行
うことができまし
た。

施策の方向: (２５)相談等に関わる人材の育成

寄
与
度

達
成
度

総
合

専門研修等
男女社会参画課

二次被害防止のため
の研修
男女社会参画課

相談員の精神的ケア
への対応
男女社会参画課

研修等資料の提供
男女社会参画課

寄
与
度

達
成
度

総
合

セクハラ研修等セク
ハラ防止に向けた啓
発
男女社会参画課

マタニティハラスメ
ント防止に向けた啓
発
【H25追加の取組】
男女社会参画課

47

関係機関
や地域
ネット
ワークと
の連携協
力推進

B+

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

【前頁と同じ】
配偶者暴力相談支援
センターを始めとし
た関係各課と関係機
関との連携のもと、
ＤＶ被害者の安全確
保や地域における継
続的な自立支援を
行っています。今後
も一層の協力・連携
を推進していきま
す。

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

取組の内容、方策、
事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価

Ａ

専門的な分野につい
ては、都主催の相談
員研修を活用しまし
た。
また、関係者が集ま
る連絡会の場を利用
して出前講座による
「ＤＶ被害者支援の
留意点」を実施し、
課題の共有を行いま
した。

Ａ Ａ

　専門的な機関を活用しながら、年間を通じ相談員の資質向上を図っています。今後も、配偶者暴力相談支援センターとして相談に関わる人
材の研修等を実施し、被害者対応の向上をめざします。

二次評価

評価

評価理由

課題１８ :人材育成の推進

取　組

Ａ

専門機関を活用して
相談員のレベルアッ
プを図るとともに、
関係機関に向けた研
修を実施する等、配
暴センターとして被
害者支援に向けた取
組を進めました。

Ａ

都主催の相談員研修
など専門機関を活用
して相談員のレベル
アップを図っていま
す。今後も相談に関
わる人材育成のため
研修等の充実を図り
ます。

課題１９ : 性別等に基づくあらゆる人権侵害や暴力等への対応
二次評価

B

48
研修等の
充実

・ＤＶ関係機関連絡
会「都ウィメンズプ
ラザ講師による講
義」
・相談員向け「高齢
ＤＶ被害者支援研
修」

施策の方向: (２６)性別等に基づく人権侵害の防止

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

関連図書の新規購入
（4冊）
『予防・解決　職場
のパワハラ　セクハ
ラ　メンタルヘル
ス』等
・『働く女性とマタ
ニティ・ハラスメン
ト』等

様々なハラスメント
に関する図書を新規
購入し、男女平等推
進センターの所蔵に
追加しました。

B B B

今年度は情報誌等へ
の掲載はできず、貸
出用図書の購入とい
う取組にとどまりま
した。

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

49

セクシュ
アル・ハ
ラスメン
トの防止

B-

産業振興公社では、
啓発記事による周知
を行うことができま
したが、区では男女
平等推進センターで
の啓発図書による情
報提供に留まりまし
た。

　男女がともに互いの個性と人権を尊重しながら生きていける社会をつくるためには、ＤＶ以外にも、個人の尊厳を侵害するあらゆる人権侵
害や暴力行為の撲滅をめざす必要があります。セクシュアル・ハラスメントについては、産業情報誌の活用により予防・防止の啓発に努めま
した。ＤＶ以外の性犯罪等暴力予防に向けた意識啓発についても効果的な取組を検討していきます。
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49

セクシュ
アル・ハ
ラスメン
トの防止

セクハラ研修等セク
ハラ防止に向けた啓
発
産業振興課
(公財)産業振興公社

公社発行の「いたば
し産業News」への記
事掲載。

「いたばし産業
News」にてセクハラ
防止に向けた啓発記
事を掲載しました。

B B B

今年度は「産連
ニュース」への記事
掲載はありませんで
したが、公社発行の
「いたばし産業
News」にて啓発記事
を掲載しました。
「いたばし産業
News」は新聞折り込
みで区内に配付して
いるため、より広く
周知することができ
ました。

B-

【前頁と同じ】
産業振興公社では、
啓発記事による周知
を行うことができま
したが、区では男女
平等推進センターで
の啓発図書による情
報提供に留まりまし
た。

人権尊重に関する意
識啓発の推進
男女社会参画課

性犯罪等の防止に向
けた警察や区内交通
機関等との連携
男女社会参画課

寄
与
度

達
成
度

総
合

51

メディ
ア・リテ
ラシーの
向上

メディア・リテラ
シーに関する普及・
啓発
男女社会参画課

・区民まつり
　２日間（
［来場者数490人]
・大学祭での意識啓
発活動
[５大学：来場者
1,337人］

固定的性別役割分担
意識に向け、区民ま
つりや大学祭など多
くの区民等が集まる
場においてパネルを
用いて広くＰＲを行
いました。
また区職員向け情報
誌を活用し、職員の
意識啓発にも取り組
みました。

A A A

例年どおり広く区民
等に向けた啓発活動
を実施できました。
加えて、区の情報発
信の担い手である職
員のメディア・リテ
ラシー向上にも取り
組むことができまし
た。

B+

区職員向け情報誌に
掲載することで、区
の情報発信の担い手
である職員の意識啓
発に取り組みまし
た。

Ａ

ＤＶのみならず児童
虐待、エイズ等、
様々な意味合いをも
つリボンの活用によ
り、効果的に人権尊
重に係る啓発を実施
できました。

50

性別等に
基づくあ
らゆる人
権侵害・
暴力を予
防し根絶
するため
の意識啓
発

社会的な意味合いを
持つ「キャンペーン
リボン」の啓発用パ
ネルを作成

パープルリボンをは
じめ様々な色のリボ
ンとその意味を明記
したパネルを作成
し、期を捉えて様々
な人権侵害等防止に
向けた啓発を行いま
した。

Ａ Ａ B+

キャンペーンリボン
のパネル作成によ
り、ＤＶ・虐待・エ
イズなど様々な人権
侵害について啓発で
きました。今後も、
多くの区民に対し効
果的な意識啓発を図
ります。

施策の方向: (２７)メディアへの対応

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由

取　組
取組の内容、方策、

事業など

平成26年度実施状況 平成26年度一次評価

二次評価
実績

（数値など具体的な
実績）

取組の
実施方法

評価

評価理由
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■計画の着実な推進

［進行管理と評価］

［推進体制の整備］

  行動計画を実効性のあるものとしていくため、ＰＤＣＡサイクルにより計画事業の適切な進行
管理を行うとともに、板橋区における「自己点検」の体制の充実を図り、職員一人ひとりが率先
して男女平等を推進していくための仕組みを構築し、併せて特定事業主行動計画を着実に進め、
区内事業所のモデルとしての役割を果たしていくこととしています。

「板橋区男女平等に関する意識・実態調査」や
「板橋区区民満足度調査」における意識や満足度
等を成果指標とし、可能な限り中間年における効
果測定を行います。

「めざす姿ごとの成果指標一覧」
（39～41ページ）参照

７　計画を推進するための仕組み

方策１　　計画の推進体制の充実

各年度における事業の実施状況及び進捗状況を把
握・点検します。

「平成２６年度実施状況と評価」
（10～36ページ）参照

各事業が計画における目標（めざす姿）の達成及
び課題の解決に向け、どのような効果があったか
検証します。

区の審議会における女性委員比率の向上など、第
四次行動計画における重点項目に全庁的に取り組
む体制を構築します。

「平成２６年度実施状況と評価」の取組１１（13ペー
ジ）参照

ワーク・ライフ・バランスの推進やＤＶ被害者支
援など第四次行動計画の重点的な取組に向けて関
係各課の連携体制の充実を図ります。

・ワーク・ライフ・バランスについては、「平成２６
年度実施状況と評価」の取組３０（23～24ページ）の
とおり、『いたばし good balance 会社賞』の実施に
おいて、産業振興課と効果的な連携体制を構築しまし
た。

・ＤＶ被害者支援については、「平成２６年度実施状
況と評価」の取組８（12ページ）及び行動計画に内包
されている「板橋区ＤＶ防止基本計画（課題１３～１
８）」に基づき、関係各課・関係機関との連携体制の
充実を図りました。

区民、関係機関との連携進めます。

「平成２６年度実施状況と評価」の取組２（10ペー
ジ）、取組４（11ページ）及び、取組３７、３８（30
ページ）において、区内大学と連携した普及・啓発を
実施しました。
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「板橋区における男女平等の
推進」（42～44ページ）参照

区職員の意識改革

方策２　板橋区における男女平等参画の推進

①職員研修の充実

②女性管理職、係長職員増加に向けた取組

③職務分担の男女平等推進

事業等のチェック

③広報、パンフレット、ホームページ等を活用し
た区民への情報発信において

②イベントや会議の開催において

①計画策定や新規事業の企画等について

板橋区特定事業主
行動計画の着実な
推進

仕
事
と
子
育
て
の
両
立
の
た
め
に

①３歳に満たない子を養育している男性職
員について、育児休業、部分休業、出産支
援休暇、育児参加休暇または連続５日以上
の休暇取得を４０％以上

③３歳に満たない子を養育している女性職
員について、育児休業、部分休業、または
育児短時間勤務の取得率を１００％以上

④小学校就学前の子どもがいる職員につい
て、厚生労働省指針が定める超過勤務上限
目安時間（３６０時間）を超える職員数を
５名以内

子
育
て
支
援

②そのうち、育児休業の取得率を１０％以上

「板橋区特定事業主行動計画
の着実な推進」（45ページ）
参照

①厚生労働省指針が定める超過勤務上限目
安時間(３６０時間)を超える職員数を２０
名以内

②年次有給休暇の取得率（繰越分は含まな
い）を８５％以上

③週休日の振替率（４時間超えの勤務）を
１００％

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
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７－１ めざす姿ごとの成果指標一覧 

指    標 
現状値 

（直近値） 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

計画期間中 

の目標値 
（設定根拠） 

１
「
男
女
平
等
参
画
」
の
意
義
を
広
く
理
解
し
、
行
動
に
結
び
つ
く
社
会 

男女平等推進センター  

スクエアー・Ｉ（あい）

を知らない区民の割合 
（板橋区区民満足度調査） 

45.8％ 
平成21年度 

※１ ※１ ※1 

82.3％ 
平成26年度 

※1 

― 

15.7％ 
（同調査における

地域センター・集

会室の割合） 

男女平等参画基本条例 

の認知度 
（板橋区男女平等に関する

意識・実態調査【区民】） 

6.6％ 
平成16年度 

― ― ― 19.5％ 
平成26年度 

― 

50％以上 
（ 女子差 別撤 廃

条 約とい う用 語

の 認知度 第３ 次

男 女共同 参画 基

本 計 画 成 果 目

標） 

男女平等推進センター  

スクエアー・Ｉ（あい） 

利用者数 

17,080人 
平成21年度 

14,977人 
平成23年度 

15,598人 
平成24年度 

13,572人 
平成25年度 

13,027人 
平成26年度 

 

20,000人 

区の審議会における女性

委員の比率 
28.8% 

平成22年度 

30.7% 
平成23年度 

28.9% 
平成24年度 

29.6％ 
平成25年度 

30.5％ 
平成26年度 

 
40% 

（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 

学校教育の場で男女の地

位は平等になっていると

感じる人の割合 
（板橋区男女平等に関する 

意識・実態調査【区民】） 

65.5％ 
平成21年度 

― ― ― 5８.６％ 
平成26年度 

― 

68.1％以上 
（平成21年度男

女 共同参 画社 会

に 関する 世論 調

査 ：内閣 府の 数

値以上） 

２
生
涯
を
通
じ
て
男
女
が
個
性
と
能
力
を
発
揮
し
、 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会 

職場で男女の地位は平等

になっていると感じる人

の割合 
（板橋区男女平等に関する 

意識・実態調査【区民】） 

19.1% 
平成21年度 

― ― ― 19.7% 
平成26年度 

― 

50.0% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 

障がい者が仕事や地域活

動に参加できると感じる 

区民の割合 
（板橋区区民満足度調査） 

10.4% 
平成21年度 

10.2％ 
平成23年度 

― 8.4% 
平成25年度 

― 15.2% 
平 成27年度 

50.0% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 

高齢者が仕事や地域活動

に参加できると感じる区

民の割合 
（板橋区区民満足度調査） 

17.3％ 
平成21年度 

16.6％ 
平成23年度 

― 18.1% 
平成25年度 

― 22.5% 
平成27年度 

50.0% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 

健康づくりに取り組みや

すいと感じる区民の割合 
（板橋区区民満足度調査） 

30.1％ 
平成21年度 

35.6％ 
平成23年度 

― 35.8% 
平成25年度 

― 33.5% 
平成27年度 

56.0% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 
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指    標 
現状値 

（直近値） 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

計画期間中 

の目標値 
（設定根拠） 

３
男
女
が
仕
事
と
生
活
の
調
和
を
保
ち
活
躍
で
き
る
社
会 

仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）と

いう言葉と内容の認知度 
（板橋区男女平等に関する

意識・実態調査【事業所】） 

19.6% 
平成21年度 

― ― ― 23.2% 
平成26年度 

― 

50.0%以上 
（仕事と生活の調

和という用語の認

知度：第３次男女

共同参画基本計画

による成果目標） 

生活の優先度で希望と現

実が一致している人の割

合 

①「仕事」と「家庭生活」
をともに優先したい人のう
ち、現実に優先している人
の割合 

②「仕事」と「地域・個人
の生活」をともに優先した
い人のうち、現実に優先し
ている人の割合 

③「仕事」「家庭生活」
「地域・個人の生活」をと
もに優先したい人のうち、
現実に優先している人の割
合 
（板橋区男女平等に関する

意識・実態調査【区民】） 

 

 

 

 

 

① 

48.7% 

 
 

② 

25.8% 

 
 

③ 

19.2％ 
 

平成21年度 

― ― ― 

 

 

 

 

 

① 

23.1% 

 
 

② 

13.8% 

 
 

③ 

15.8％ 
 

平成26年度 

― 増やす 

ワーク・ライフ・バラン

ス認定事業者数 
― ― ２社 3社 3社 

 
５社 

（１年×１社） 

一般事業主行動計画を策

定している事業所の割合 
（板橋区男女平等に関する 

意識・実態調査【事業所】） 

5.1% 
平成21年度 

― ― ― 5.8% 
平成26年度 

― 

次世代育成支援対

策推進法に基づ

き、 

１０１人以上の事

業所は１００％を

めざす。 

１００人以下の事

業所は増やすこと

をめざす 

保育園の待機児数 
461人 
平成22年 

４月１日現在 

342人 
平成24年 

4月１日現在 

417人 
平成25年 

4月1日現在 

515人 

平成26年 

4月1日現在 

378人 
平成27年 

4月1日現在 

 

０人 

男性が一日あたりに家

事・育児に携わる時間数 
（板橋区男女平等に関する 

意識・実態調査【区民】） 

30分 

未満が 

最多 
平成21年度 

― ― ― 

30分 

未満が 

最多 
平成26年度 

― 

２時間30分 
（育児・家事関連

時間：第３次男女

共同参画基本計画

成果目標） 

地域社会活動が活発で参

加しやすいと感じる区民

の割合 
（板橋区区民満足度調査） 

12.3% 
平成21年度 

12.3% 
平成23年度 

― 18.8% 
平成25年度 

― 18.8% 
平成27年度 

50.0% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 

男女が平等に社会生活に

参加することができる 

と感じる区民の割合 

（板橋区区民満足度調査） 

22.９% 
平成21年度 

22.4% 
平成23年度 

― 18.5% 
平成25年度 

― 18.8% 
平成27年度 

50.0% 
（板橋区基本計画 

平成18年度～27

年度の成果指標） 
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指    標 
現状値 

（直近値） 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

計画期間中 

の目標値 
（設定根拠） 

４
男
女
の
平
等
と
人
権
が 

尊
重
さ
れ
る
社
会 

配偶者からなぐったり

けったりなどの身体に

対する暴力行為を受け

た経験がある人の割合 
（板橋区男女平等に関する

意識・実態調査【区民】） 

12.9% 
平成21年度 ― ― ― 

13.9% 
平成26年度 ― なくす 

誰（どこ）に相談してよ

いかわからなかった人の

割合 
（板橋区男女平等に関する

意識・実態調査【区民】） 

7.2% 
平成21年度 ― ― ― 

4.3% 
平成21年度 ― なくす 

 

※１「男女平等推進センター スクエアー・Ｉ（あい）を知らない区民の割合（板橋区区民満足度調査）」は、

平成２３年度板橋区区民意識意向調査（区民満足度調査から改称）の実施にあたり、調査項

目を精査した際に「施設の利用度・満足度」の設問が削除されたため、平成２６年度の数値

は、同年度実施の「板橋区男女平等に関する意識・実態調査」において把握しました。 
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７－２ 板橋区における男女平等参画の推進 

 

条例の基本理念に則り、板橋区が率先して男女平等参画を推進していくとともに、区内

事業所のモデルとして特定事業主行動計画を着実に進めていくために、区役所における男

女平等参画の推進状況について「男女平等に対する配慮度の点検シート」を用いて「自己

点検」を行いました。 

 

（１）事業等のチェック 

全庁・全施策を対象に、施策の企画・立案・実施などの各段階において、第四次行 

動計画を踏まえて「男女平等参画の視点」が反映されているかを下記の項目の①～③ 

により点検しました。 

①計画策定や新規事業の企画等において 

（チェックの視点） 

 ・計画、事業の対象となる区民及びその現状を男女別に把握したか 

 ・企画、立案、実施の際、女性と男性双方の意見を聞いたか、また、双方が参加したか 

 ・事業の方向性を男女平等参画に配慮したか など 

②イベントや会議の開催において 

（チェックの視点） 

 ・事業の対象となる区民及びその現状を男女別に把握したか 

 ・企画、立案、実施の際、女性と男性双方の意見を聞いたか 

 ・女性、男性双方にとって利用しやすいような配慮をしたか など 

③広報、パンフレット、ホームページ等を活用した区民への情報発信において 

（チェックの視点） 

・性別による差別や固定的役割分担意識を助長するような表現になっていないかなど 

 

また、男女平等参画審議会から、第三次行動計画の実施評価以降「実施事業結果 

に関する男女別の経年変化が把握できるデータの収集の蓄積」の必要性が提言され 

ているため、データの有無について調査（④）を行いました。 

 

 ●調査結果 

［71の所属のうち、①～④に回答：39 ／ ③のみ回答：32］    ※（ ）は昨年度の結果 
 

項目内容 
している していない どちらにも 

該当しない 

① 

計画策定や事業の企画、立案、実施の際、女

性と男性双方（区民または職員）の意見を聞

き、女性と男性の視点が計画や事業に盛り込

まれるようにしたか。 

３６ 

（３０） 

０ 

（０） 

３ 

（１） 

男の役割・女の役割という固定的な性別役割

分担意識にとらわれない内容にしたか。 

２８ 

（２３） 

０ 

（０） 

１１ 

（８） 
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項目内容 
している していない どちらにも 

該当しない 

② 
女性・男性双方が参加・利用しやすくなるよ

う工夫したか。 

３０ 

（２５） 

０ 

（１） 

９ 

（５） 

③ 

 

広報、パンフレット、ホームページ等を活用

した区民への情報発信等において、性別によ

る差別や男の役割・女の役割等、固定的役割

分担意識を助長するような表現（文章・イラ

スト）や対応にならないよう配慮したか。 

５８ 

（６３） 

０ 

（０） 

１３ 

（８） 

④ 

事業等を評価するために必要な男女別の実績

データが存在するか。 

(存在する) 

23 

（２３） 

(存在しない) 

１２ 

（５） 

 

４ 

（３） 

 ［注］窓口業務等「男女平等参画の浸透状況」を測る事業に該当がない所管課においては「③」 

の区民への情報発信における配慮についてのみ点検を行いました。 

 

 

●男女平等参画推進本部による評価と今後の方向 

 

区の計画策定や事業について、企画・立案・実施の各段階で女性と男女双方の意見を聞き、男

女の視点を盛り込んでおり、内容も固定的性別役割分担意識にとらわれず実施されています。 

区民参加に関しては、男女の役割を決めつけず、男女双方が参加・利用しやすいように工夫さ

れています。 

また、広報活動や情報発信においても、固定的性別役割分担意識を助長するような表現をしな

い配慮がされています。 

男女別データについては、性別による差別をしないという観点から、丌必要な性別表記は行い

ませんが、男女平等の推進に寄不するものについては、必要に応じてデータを収集していきます。 

今後も引き続き職員の意識啓発を行い、区の事業に「男女平等参画の視点」が反映され

るよう職員に対する条例の理解と意識啓発を推めていきます。 

 

 

（２）区職員の意識改革チェック 

「男女平等参画の視点」から職員の意識改革や職場環境の点検を進めていくために、 

区役所における男女平等参画の推進状況について「自己点検」を行いました。 

① 職員研修の充実 

② 女性管理職、係長職員増加に向けた取組 

③ 職務分担の男女平等推進 

④及び⑤ 第四次行動計画では、「計画の推進体制の充実」を図るために区の審議 

会等における女性委員の委員比率の向上など第四次行動計画における重 

点項目に全庁的に取り組む体制を構築するとされています。④及び⑤に 

より、取組状況について調査を行いました。 
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●調査結果 

［調査該当所属数：７１］                  ※（ ）は昨年度の結果 
 

項目内容 
している していない ど ち ら に も

該当しない 

① 

セクシュアル・ハラスメント等の防止な

ど人権侵害や丌快な状況を起こさないた

めの取組をしているか。 

６８ 

（７０） 

２ 

（１） 

１ 

（０） 

② 
女性管理職・係長職員の増加に向けた取

組をしているか。 

５９ 

（６５） 

３ 

（４） 

９ 

（２） 

③ 

男性が主要な業務を行い、女性が補助的

な業務を行うような慣行的役割分担とな

らないようにしているか。 

６７ 

（６８） 

０ 

（０） 

４ 

（３） 

④ 
審議会等の付属機関に積極的に女性区民

を登用しているか。 

２６ 

（２２） 

３ 

（４） 

４２ 

（４５） 

⑤ 

男女の参画が偏っている場合には、区民

や団体等に向けて積極的改善措置（ポジ

ティブ・アクション）を推奨している

か。 

１３ 

（１０） 

７ 

（８） 

５１ 

（５３） 

 

 

●男女平等参画推進本部による評価と今後の方向 

 

セクシュアル・ハラスメント等の各種ハラスメントや人権侵害の防止については、人事

課の職員研修や男女社会参画課による啓発の効果もあり、殆どの課において取組が行われ

ています。問題が生じていなくても日頃からの意識が大切ですので、今後も研修や職員向

けの推進ニュースなどで啓発を続けていきます。 

管理職・係長職については、男女を問わず受験率の向上が課題となっているため、さら

に昇任意欲の醸成等に注力していく必要があります。 

職務分担に関しては、全課において、男女の性差によって、業務が差別的に割り振られ

ていないという結果になりました。 

また、審議会等については、女性委員が半数を超えている会議体がある一方で、登用が

進んでいないものも見られます。団体からの推薦や、専門性を要するといった事情もあり

ますが、慣例によるケースなど合理的な理由が乏しい場合には、女性の登用の社会的意義

について理解を促し、積極的に登用を働きかけていきます。 
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７－３ 板橋区特定事業主行動計画の着実な推進 

条例の基本理念に則り、板橋区が率先して男女平等参画を推進していくとともに、区内

事業所のモデルとして特定事業主行動計画を着実に進めます。 

 

 

 ・仕事と子育ての両立のために（子育て支援） 

 

 

 

 

・仕事と生活の調和のために（ワーク・ライフ・バランス） 

 

 

①３歳に満たない子を養育し

ている男性職員について、

育児休業、部分休業、出産

支援休暇、育児参加休暇ま

たは連続５日以上の休暇取

得率を40％以上 

平成22年度 

 

 

48.67％ 

平成23年度 

 

 

68.18% 

平成24年度 

 

 

58.49% 

平成25年度 

 

 

71.15% 

平成26年度 

 

 

62.58% 

②そのうち、育児休業の取得

率を10％以上 
6.19％ 6.06％ 6.92％ 7.05％ 7.98％ 

③３歳に満たない子を養育し

ている女性職員のうち取得

希望者について、育児休

業、部分休業または育児短

時間勤務の取得率を100％ 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

④小学校就学前の子どもがい

る職員について、厚生労働

省指針が定める超過勤務上

限目安時間（360時間）を

超える職員数を５名以内 

20名 32名 24名 17名 15名 

①厚生労働省指針が定める超

過勤務上限目安時間（360

時間）を超える職員数を

20名以内 

平成22年度 
 

121名 

平成23年度 
 

107名 

平成24年度 

 

92名 

平成25年度 

 

74名 

平成26年度 

 

117名 

②年次有給休暇の取得率（繰

越分は含まない）を85％

以上 

75.0% 73.0% 73.8% 72.3% 69.3% 

③週休日の振替率（４時間超 

 の勤務）を100％ 
91.5% 93.6% 95.3% 92.3% 90.3% 

目標値（第２期板橋区特定事業主行動計画による） 

目標値（第２期板橋区特定事業主行動計画による） 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．参考資料 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅰ行政委員会（地方自治法第180条の５）

名称 委員数 女性委員 割合(％)

教育委員会 5 1 20.0

選挙管理委員会 4 0 0.0

監査委員 4 1 25.0

農業委員会 12 0 0.0

委員会数 女性を含む委員会数 左の割合(％)

4 2 50.0

Ⅱ付属機関

法律・条例により設置されているもの（地方自治法202条の３）

名称 委員数 女性委員 割合(％)

板橋区長期基本計画審議会 31 10 32.3

板橋区財産評価委員会 15 2 13.3

板橋区特別職報酬等審議会 9 2 22.2

板橋区表彰審査会 13 1 7.7

板橋区情報公開及び個人情報保護審議会 15 5 33.3

板橋区情報公開及び個人情報保護審査会 5 2 40.0

板橋区男女平等参画苦情処理委員会 3 1 33.3

板橋区男女平等参画審議会 14 8 57.1

板橋区国民保護協議会 54 3 5.6

板橋区防災会議 54 3 5.6

板橋区生活安全協議会 28 8 28.6

板橋区消防団運営委員会 17 0 0.0

板橋区立美術館運営協議会 10 2 20.0

板橋区健康づくり推進協議会 24 9 37.5

板橋区公害健康被害認定審査会 11 2 18.2

板橋区公害診療報酬等審査会 7 2 28.6

板橋区大気汚染障害者認定審査会 7 2 28.6

板橋区感染症診査協議会 12 2 16.7

板橋区介護認定審査会 118 42 35.6

板橋区国民健康保険運営協議会 14 4 28.6

板橋区民生委員推薦会 14 5 35.7

板橋区保健福祉オンブズマン 4 2 50.0

板橋区バリアフリー推進協議会 15 1 6.7

板橋区障がい者介護給付費等審査会 25 15 60.0

板橋区子ども・子育て会議 16 5 31.3

板橋区資源環境審議会 22 6 27.3

板橋区都市計画審議会 23 3 13.0

板橋区景観審議会 15 3 20.0

板橋区建築審査会 6 1 16.7

建築紛争調整委員会 6 1 16.7

板橋区文化財保護審議会 9 0 0.0

委員会数 女性を含む委員会数 左の割合（％）

31 29 93.5

（平成27年4月1日現在）

都市計画法、板橋区都市計画審議会条例

板橋区景観条例

板橋区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調
整に関する条例

板橋区文化財保護条例

板橋区バリアフリー推進条例

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律

板橋区子ども・子育て会議条例

板橋区資源環境審議会条例

公害健康被害の補償等に関する法律、板橋区公害
健康被害認定審査会条例

板橋区大気汚染障害者認定審査会条例

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
する法律、板橋区感染症診査協議会条例

板橋区介護保険条例

国民健康保険法、板橋区国民健康保険条例

板橋区防災会議条例

板橋区生活安全条例

特別区の消防団の設置に関する条例

板橋区財産評価委員会条例

板橋区特別職報酬等審議会条例

板橋区表彰条例

板橋区情報公開及び個人情報保護審議会条例

板橋区情報公開及び個人情報保護審査会条例

民生委員法

小計（②） 616

板橋区男女平等参画基本条例

委員会・審議会等における女性の参画状況

根拠法

Ⅰ合計 25 2 8.0

根拠法

板橋区立美術館条例

地域保健法、板橋区健康づくり推進協議会条例

公害健康被害の補償等に関する法律、板橋区公害
診療報酬等審査会条例

板橋区保健福祉オンブズマン条例

建築基準法、板橋区建築審査会条例

板橋区長期基本計画審議会条例

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

地方自治法第181条

地方自治法第195条

農業委員会等に関する法律

152 24.7

板橋区男女平等参画基本条例

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置
に関する法律

資料 １ 
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Ⅲ設置要綱などにより、長の私的諮問機関として設置されている審議会等

名称 委員数 女性委員 割合(％)

政策会議 5 0 0.0

板橋区・ＵＲ連絡会議 12 0 0.0

板橋区行政評価委員会 9 3 33.3

板橋区平和都市宣言記念事業実行委員会 13 0 0.0

新年賀詞交歓会実行委員会 15 0 0.0

板橋区入札監視委員会 5 2 40.0

板橋区個人情報保護に関する外部評価委員会 3 0 0.0

板橋区ワーク・ライフ・バランス推進企業表彰審査会 6 3 50.0

板橋区住民防災組織育成連絡協議会 40 1 2.5

板橋区国際交流連絡会 12 0 0.0

板橋区立郷土資料館運営協議会 9 1 11.1

板橋区立郷土芸能伝承館指定管理者候補団体選定委員会 5 2 40.0

板橋区立郷土芸能伝承館企画・運営協議会 13 4 30.8

板橋農業まつり幹事会 16 0 0.0

板橋区産業活性化推進会議 11 2 18.2

板橋区立企業活性化センターオフィス利用審査会 5 0 0.0

板橋観光ボランティアガイド 58 26 44.8

くらしのサポート隊 15 12 80.0

板橋区消費者団体連絡会 10 9 90.0

板橋区消費生活展実行委員会 14 13 92.9

板橋区立ふれあい館指定管理者選定委員会 6 1 16.7

板橋グリーンカレッジ運営協議会 10 4 40.0

板橋区災害医療連携会議 18 3 16.7

板橋区女性健康支援センター運営協議会 12 9 75.0

板橋区健康危機管理対策連絡会議 17 1 5.9

板橋区食品衛生推進員設置会議 15 3 20.0

板橋区高齢者虐待防止連絡会議 18 5 27.8

板橋区高齢者等地域リハビリテーション連携会議 15 4 26.7

板橋区福祉資金貸付制度運営協議会 9 2 22.2

板橋区地域保健福祉計画推進協議会 15 5 33.3

板橋区地域自立支援協議会 15 8 53.3

板橋区福祉有償運送運営協議会 11 3 27.3

板橋区立福祉園医療的ケア協議会 14 6 42.9

板橋区子育て支援者育成システム運営協議会 9 5 55.6

板橋区要保護児童対策地域協議会 25 7 28.0

エコポリス板橋環境行動会議 30 2 6.7

板橋区環境教育推進協議会 21 7 33.3

東京都板橋区立リサイクルプラザ指定管理者選定委員会 6 1 16.7

板橋区農と住に調和した街づくり連絡協議会 17 2 11.8

エイトライナー促進協議会 6 0 0.0

板橋区居住支援協議会 15 2 13.3

板橋区交通安全協議会 44 0 0.0

板橋区特別支援教育連絡協議会 17 8 47.1

板橋区いじめ問題専門委員会 17 3 17.6

魅力ある学校づくり協議会
（板橋第九小・中根橋小・板橋第一小）

30 11 36.7

魅力ある学校づくり協議会
（上板橋第二中・向原中）

22 5 22.7

板橋区学校支援地域本部連絡会 19 5 26.3

板橋区特別支援教育就学指導委員会 83 40 48.2

いたばしボローニャ子ども絵本館企画運営委員会 8 4 50.0

板橋区明るい選挙推進協議会 140 95 67.9

委員会数 女性を含む委員会数 左の割合（％）

50 40 80.0

委員会数 女性を含む委員会数 左の割合（％）

81 69 85.2

いたばし魅力ある学校づくりプラン

いたばし魅力ある学校づくりプラン

板橋区学校支援地域本部事業実施要綱

板橋区特別支援教育就学指導委員会設置要綱

明るい選挙推進協議会規約

エイトライナー促進協議会設置要綱

板橋区住居支援協議会会則

板橋区交通安全協議会設置要綱

板橋区特別支援教育連絡協議会設置要綱

板橋区いじめ問題専門委員会規則

板橋区要保護児童対策地域協議会設置要綱

エコポリス板橋環境行動会議設置要綱

板橋区環境教育推進協議会設置要綱

板橋区立リサイクルプラザ指定管理者団体の選定に関す
る要綱

板橋区農と住に調和した街づくり連絡協議会規約

板橋区福祉資金貸付制度運営協議会要綱

板橋区地域保健福祉計画推進協議会設置要綱

板橋区地域自立支援協議会設置要綱

板橋区立福祉園における医療的ケアの実施に関する要綱

板橋区子育て支援者養成システム運営協議会設置要綱

板橋区福祉有償運送運営協議会設置要綱

女性健康支援センター運営協議会実施要綱

健康危機管理対策連絡会議設置要綱

板橋区食品衛生推進員連絡会設置要領

板橋区高齢者虐待防止連絡会議設置要綱

板橋区高齢者等地域リハビリテーション連携会議設置要綱

板橋区消費者団体連絡会実施要領

消費生活展実施要領

板橋区立ふれあい館指定管理者候補団体の選定に関する
要綱

板橋グリーンカレッジ運営協議会運営要綱

板橋区災害医療連携会議設置要綱

板橋区産業活性化推進会議設置要綱

板橋区立企業活性化センターオフィス利用審査会設置要綱

板橋区観光ボランティア事業運営要領

くらしのサポート隊運営要領

板橋区政策会議設置要綱

481 30.5ⅡⅢ合計（②+③） 1576

いたばしボローニャ子ども絵本館企画運営委員会設置要綱

小計（③） 960 329 34.3

根拠法

板橋区行政評価規程

板橋区立郷土芸能伝承館指定管理者候補団体の選
定に関する要綱

-

板橋区・UR連絡会議設置要綱

板橋区平和都市宣言記念事業実行委員会設置要綱

新年賀詞交歓会実行委員会設置規約

板橋区入札監視委員会設置要綱

板橋区個人情報保護に関する外部評価委員会設置要綱

板橋区ワーク・ライフ・バランス推進企業表彰実施要綱

板橋区住民防災組織育成連絡協議会設置要綱

板橋区国際交流連絡会設置要綱

板橋区立郷土資料館運営協議会設置要綱

板橋区立郷土芸能伝承館企画・運営協議会要綱
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東京都板橋区男女平等参画基本条例 
 

 

平成 15年３月６日 

東京都板橋区条例第８号 

 

 

すべての区民が、個人としての尊厳を重んじられ、

性別による差別的な取扱いを受けることなく、個人と

しての能力を発揮し、ともに住みよいまちをつくる男

女平等参画社会の実現は、私たちの願いです。 

しかし、社会における制度や慣行の中には、性別に

よる固定的な役割分担など、男女の個人としての能力

の発揮や活動の選択を制限するものがあり、これらの

解消には、なお一層の努力が必要です。 

板橋区では、人間性を尊重し、区民一人ひとりが地

域の問題解決に自ら主体的に参加し、連帯していくこ

との中から生まれた地域からの発想を重視し、すべて

の人が互いに理解し支えあい、ともに生きるまちづく

りに取り組んでいます。 

そのためにも、男女が、個人としての自己の意思と

責任によって選択した多様な生き方が尊重され、子の

養育、家族の介護などの家庭生活と、職場や地域など

における社会活動との両立ができ、様々な分野での政

策や方針の決定過程に参画できる板橋区をつくること

が必要です。 

ここに、男女があらゆる分野における活動にともに

参画し、利益を享受し、責任を担う男女平等参画社会

の実現を図るため、この条例を制定します。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、男女平等参画社会の形成に関し、

基本理念を定め、板橋区（以下「区」という。）、区

民及び事業者・民間団体の責務を明らかにするとと

もに、協調と連携を図りながら男女平等参画社会の

形成に関する施策（以下「男女平等参画施策」とい

う。）を総合的かつ計画的に推進することにより、

区民すべての人権が尊重され、性別による差別のな

い社会を築き、もって豊かで活力ある地域社会を実

現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 男女平等参画社会 男女が、性別にかかわり

なく個人として尊重され、一人ひとりにその個性

と能力を発揮する機会が確保されることにより、

対等な立場で社会のあらゆる分野における活動

に共に参画し、利益を享受し、責任を担う社会を

いう。 

(２) 積極的改善措置 社会のあらゆる分野にお

ける活動に参画する機会についての男女間の格

差を改善するため、必要な範囲において、男女の

いずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供す

ることをいう。 

 

(３) 区民 区の区域内（以下「区内」という。）に

居住し、通勤し、通学し、又は区内で活動するす

べての個人をいう。 

(４) 事業者・民間団体 営利、非営利等の別にか

かわらず、区内において事業・社会活動を行うす

べての個人、法人及び団体をいう。 

(５) セクシュアル・ハラスメント 性的な言動に

より当該言動を受けた個人の心身に苦痛を与え、

若しくは生活の環境を害すること又は性的な言動

を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与

えることをいう。 

（基本理念） 

第３条 男女平等参画社会を形成するため、次に掲げ

る事項を基本理念として定める。 

(１) 男女の個人としての人権が尊重され、性別に

よる差別的な取扱いを受けない社会を実現するこ

と。 

(２) 男女平等参画社会の形成を阻害する社会制度

や慣行が是正され、男女が性別にかかわらず、そ

の個性や能力を発揮する機会が確保されること。 

(３) 男女が、社会の対等な構成員として、様々な

分野における活動の方針決定の過程に参画する機

会が確保されるとともに責任を担うこと。 

(４) 男女一人ひとりが、自立した個人としてその

能力を十分に発揮し、性別による固定的な役割分

担にとらわれることなく、自己の意思と責任によ

る多様な生き方の選択が尊重されること。 

(５) 男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子

の養育、家族の介護等の家庭生活と、職場、地域

等における社会活動を両立することができるよう

に環境が整備されること。 

（性別による権利侵害の禁止） 

第４条 何人も、あらゆる場において、性別による差

別的取扱いをしてはならない。 

２ 何人も、あらゆる場において、セクシュアル・ハ

ラスメントを行ってはならない。 

３ 何人も、配偶者間等男女間のあらゆる暴力行為又

は精神的に著しく苦痛を与える行為を行ってはなら

ない。 

（区の責務） 

第５条 区は、男女平等参画社会の形成を主要な政策

として位置付け、基本理念にのっとり、男女平等参

画施策を策定し、総合的かつ計画的に推進するもの

とする。 

２ 区は、男女平等参画社会の形成を推進するために、

必要な体制を整備し、及び財政上の措置を講じるも

のとする。 

（区民の責務） 

第６条 区民は、基本理念にのっとり、家庭、職場、

学校、地域その他社会の様々な活動の場において、

男女平等参画社会の形成に向けて取り組むよう努め

るものとする。 

２ 区民は、区及び事業者・民間団体との連携を図り、

男女平等参画社会の形成を積極的に推進するものと

する。 

 

資料 ２ 

資料 ２ 
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（事業者・民間団体の責務） 

第７条 事業者・民間団体は、基本理念にのっとり、

男女平等参画社会の形成についての理解と認識を

深め、事業・社会活動を行うに当たり、男女平等参

画を促進するものとする。 

２ 事業者・民間団体は、区及び区民との連携を図り、

男女平等参画社会の形成を積極的に推進するものと

する。 
 

第２章 基本的施策 

（行動計画） 

第８条 区長は、男女平等参画施策を総合的かつ計画

的に推進するため、男女平等参画社会実現のための

行動計画（以下「行動計画」という。）を策定し、

公表しなければならない。 

２ 区長は、行動計画を策定するに当たっては、あら

かじめ区民及び事業者・民間団体の意見、実態等を

把握するために必要な措置を講じるとともに、第 22

条に規定する東京都板橋区男女平等参画審議会に

諮問しなければならない。 

３ 区長は、行動計画の実施状況報告書を毎年１回作

成し、公表しなければならない。 

（男女平等参画の促進） 

第９条 区長は、男女平等参画を促進するため、区の

付属機関等の委員の男女構成について行動計画に

数値目標を定め、積極的改善措置を講じ、男女間の

均衡を図るものとする。 

２ 区長は、男女平等参画の促進に必要と認める場合、

事業者・民間団体に対し、雇用の分野における男女

の参画状況等について助言を行うことができる。 

（調査、研究等） 

第 10条 区は、男女平等参画社会の形成に関し、必要

な調査、研究並びに情報の収集及び分析を行うもの

とする。 

（教育及び啓発の推進） 

第 11条 区は、男女平等参画社会の形成に関し、学校

教育その他の教育及び啓発活動を通じて、区民及び

事業者・民間団体の理解を深めるよう適切な措置を

講じるものとする。 

（普及広報） 

第 12条 区は、男女平等参画社会について、区民及び

事業者・民間団体の理解を促進するために必要な普

及広報活動に努めるものとする。 

（事業者・民間団体への支援） 

第 13条 区は、男女平等参画を推進する事業者・民間

団体への支援に努めるものとする。 
 

第３章 推進体制 

（男女平等参画推進本部の設置） 

第 14条 区は、区長を本部長とする男女平等参画推進

本部を設置する。 

２ 男女平等参画推進本部は、男女平等参画施策を総

合的に企画し、進行を管理し、及び実施結果を評価

し、並びに調整を行うものとする。 

（男女平等推進センターの設置） 

第 15条 男女平等参画社会の形成に関し、区民活動の

支援、相談、情報収集等の男女平等参画施策を推進

する拠点施設として、東京都板橋区立男女平等推進

センターを設置する。 

第４章 苦情処理 

（苦情の申立て） 

第 16条 区民又は事業者・民間団体は、次に掲げる事

項について、次条に規定する東京都板橋区男女平等

参画苦情処理委員会に苦情の申立てをすることがで

きる。 

(１) 区が実施する施策のうち、男女平等参画社会

の形成に影響を及ぼすと認められる事項 

(２) 男女平等参画社会の形成を阻害すると認めら

れる事項 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事項につい

ては苦情の申立てをすることができない。 

(１) 裁判所において係争中の事項又は判決等のあ

った事項 

(２) 法令の規定により、不服申立てを行っている

事項又は不服申立てに対する裁決若しくは決定の

あった事項 

(３) 区議会で審議中又は審議が終了した事項 

(４) この条例に基づく東京都板橋区男女平等参画

苦情処理委員会の判断に関する事項 

（苦情処理委員会の設置） 

第17条 前条第１項に規定する苦情の申立てを処理す

るために、東京都板橋区男女平等参画苦情処理委員

会（以下「苦情処理委員会」という。）を設置する。 

（苦情処理委員会の組織等） 

第 18条 苦情処理委員会は、男女平等参画社会の形成

に深い理解と識見を有する者のうちから区長が委嘱

する委員３人により組織する。 

２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（苦情処理委員会の職務等） 

第 19 条 苦情処理委員会は、次に掲げる職務を公正、

迅速かつ適切に行う。 

(１) 第 16 条第１項第１号の規定に基づく苦情の

申立てに係る施策を実施する機関に対して、説明

を求め、関係書類等の閲覧又は写しの提出を求め、

必要があると認めるときは、区長に対して是正そ

の他の措置を講じるよう勧告すること。 

(２) 第 16 条第１項第２号の規定に基づく苦情の

申立てに係る関係者に対して、必要に応じて当該

関係者の同意を得た上で、資料の提出若しくは説

明を求め、又は当該関係者に助言若しくは是正の

要望をするよう区長に要請すること。 

(３) 苦情の申立ての処理状況について、毎年度区

長に報告すること。 

２ 区長は、前項第１号及び第２号の規定による苦情

処理委員会からの勧告又は要請を受けたときは、そ

の趣旨を尊重し、適切な措置を講じるものとする。 

３ 苦情処理委員会は、必要に応じ専門的な知識等を

有する者から助言を受けることができる。 
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（委員の守秘義務） 

第 20条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはな

らない。その職を退いた後も、同様とする。 

（委員の解嘱） 

第 21条 区長は、委員が心身の故障で職務の遂行に耐

え得ないと認めるとき又は職務上の義務違反その

他委員としてふさわしくない行為があると認める

ときは、これを解嘱することができる。 

２ 委員は、前項の規定による場合のほか、その意に

反して解嘱されることはない。 

第５章 東京都板橋区男女平等参画審議会 

（設置） 

第 22 条 男女平等参画社会の形成を推進するために、

東京都板橋区男女平等参画審議会（以下「審議会」

という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第 23条 審議会は、次に掲げる事項について、区長の

諮問に応じ審議し、答申する。 

(１) 行動計画の策定に関する基本的な考え方 

(２) 行動計画の実施結果に関する評価 

(３) その他男女平等参画社会の形成に関する重

要事項 

（審議会の組織等） 

第 24 条 審議会は、区長が委嘱する委員 15 人以内を

もって組織し、男女いずれか一方の委員の数は、委

員総数の 10分の６を超えないものとする。 

（委員の任期） 

第 25条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。た

だし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 

第６章 雑則 

（委任） 

第 26条 この条例の施行に関し必要な事項は、板橋区

規則で定める。 

付 則 

この条例は、平成 15 年４月１日から施行する。た

だし、第４章の規定は、同年 10月１日から施行する。 
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東京都板橋区男女平等参画 

基本条例施行規則 

 

平成15年４月１日 

東京都板橋区規則第41号 

 

改正 平成16年３月26日規則第17号 

平成17年３月30日規則第13号 

          平成18年３月31日規則第21号 

          平成19年３月30日規則第24号 

          平成20年３月21日規則第16号 

          平成22年３月31日規則第20号 

          平成23年２月23日規則第５号 

平成23年５月31日東京都板橋区規則第46号 

平成24年３月30日東京都板橋区規則第24号 

平成25年３月29日東京都板橋区規則第36号 

平成27年３月31日東京都板橋区規則第21号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東京都板橋区男女平等参画基本

条例（平成15年板橋区条例第８号。以下「条例」と

いう。）の施行に関し、必要な事項を定めるものと

する。 

（推進本部の構成） 

第２条 条例第14条に規定する男女平等参画推進本部

（以下「推進本部」という。）は、本部長、副本部

長及び本部員をもって構成する。 

２ 副本部長は、副区長をもって充てる。 

３ 本部員は、教育長及び常勤の監査委員並びに東京

都板橋区組織規則（昭和46年板橋区規則第５号）第

８条第１項に規定する部長、保健所長、会計管理者、

教育委員会事務局次長、選挙管理委員会事務局長、

監査委員事務局長及び区議会事務局長の職にある者

をもって充てる。 

     一部改正〔平成18年規則21号・19年24号・

20年16号・23年５号〕 

（所掌事務） 

第３条 推進本部は、条例第14条第２項に定めるもの

のほか、本部長が必要と認める事務を所掌する。 

（会議） 

第４条 推進本部は、本部長が招集し、主宰する。 

２ 本部長に事故あるときは、副本部長がその職務を

代理する。 

３ 本部長は、特に必要があると認めるときは、前条

に定める所掌事務に関係する職員に推進本部への出

席を求め、意見を聴くことができる。 

（幹事会） 

第５条 推進本部で決定した施策等を実施するために

必要な事項を協議し、調整等を行うため、推進本部

に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、幹事長及び幹事をもって構成する。 

３ 幹事長は、総務部長の職にある者をもって充てる。 

４ 幹事は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

５ 幹事会は、幹事長が招集し、主宰する。 

６ 幹事長に事故あるときは、幹事長があらかじめ指

名する幹事がその職務を代理する。 

一部改正〔平成20年規則16号・27年21号〕 

（苦情処理委員会の構成） 

第６条 条例第17条に規定する東京都板橋区男女平等

参画苦情処理委員会（以下「苦情処理委員会」とい

う。）の構成員のうち１人以上は、法律に関する専

門知識を有する者から委嘱するものとする。 

２ 委員は、男性及び女性それぞれ１人以上とする。 

（会議の運営等） 

第７条 苦情処理委員会に、代表委員を置く。 

２ 代表委員は、委員の互選により定める。 

３ 苦情処理委員会は、代表委員が招集する。 

４ 代表委員に事故あるときは、代表委員があらかじ

め指名する委員がその職務を代理する。 

５ 苦情処理委員会は、委員２人以上の出席がなけれ

ば会議を開くことができない。 

６ 苦情処理委員会の職務は、委員の合議により行う。 

（苦情の申立て） 

第８条 条例第16条第１項に規定する苦情の申立て

（以下「申立て」という。）をしようとする者は、

苦情処理申立書（別記第１号様式）を苦情処理委員

会に提出しなければならない。 

２ 苦情処理委員会は、申立てがあった場合には、申

立受付処理台帳（別記第２号様式）により申立ての

受付処理状況を記録する。 

（苦情申立事項の調査） 

第９条 苦情処理委員会は、申立てが条例第16条第１

項第１号に掲げる事項に該当すると認めるときは、

当該申立てに係る区の機関に対して調査実施通知書

（別記第３号様式）により通知し、調査を行うもの

とする。 

２ 苦情処理委員会は、申立てが条例第16条第１項第

２号に掲げる事項に該当すると認めるときは、当該

申立てに係る関係者に対して調査実施依頼書（別記

第４号様式）により同意を得た上で、調査を行うも

のとする。 

３ 苦情処理委員会は、申立て内容のうち、社会制度

又は慣行に関する事項について、広く意見を求め判

断に資することが適当と認めるときは、申立ての概

要及び調査方法等を公表し、区民から意見を求める

ものとする。 

４ 苦情処理委員会は、申立てが条例第16条第１項各

号のいずれにも該当しないと認めるとき又は同条第

２項各号のいずれかに該当すると認めるときは、調
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査を行わないものとし、速やかに当該申立人に対し、

苦情処理結果通知書（別記第５号様式）により通知

しなければならない。 

５ 苦情処理委員会は、申立ての処理経過を処理経過

記録票（別記第６号様式）に記録し、申立受付処理

台帳に添付して保管する。 

（区長への勧告又は要請） 

第10条 苦情処理委員会は、前条第１項及び第２項の

調査に基づき、条例第19条第１項第１号の規定によ

る区長への勧告又は同項第２号の規定による区長へ

の要請が必要であると認めるときは、速やかに勧

告・要請書（別記第７号様式）により勧告又は要請

を行うものとする。 

（苦情処理結果通知） 

第11条 苦情処理委員会は、申立てを受けた日の翌日

から起算して３月以内に、苦情処理結果通知書によ

り、調査の結果及び区長に対する勧告又は要請の有

無を当該申立人に通知しなければならない。 

２ 苦情処理委員会は、前項に規定する期間内に通知

ができない場合は、理由を付して当該申立人に処理

経過を報告しなければならない。 

（措置結果の通知） 

第12条 区長は、勧告・要請書の送付を受けた日の翌

日から起算して１月以内に、当該勧告又は要請に係

る措置結果を苦情処理委員会及び当該申立人に通知

しなければならない。 

２ 区長は、前項に規定する期間内に通知ができない

場合は、理由を付して苦情処理委員会及び当該申立

人に措置経過を報告しなければならない。 

（苦情処理の年次報告） 

第13条 条例第19条第１項第３号に規定する苦情の申

立ての処理状況の報告は、次に掲げる事項を記載し

た文書により、会計年度終了後速やかに行わなけれ

ばならない。 

(１) 苦情の申立ての件数 

(２) 苦情の申立て処理件数 

(３) 処理結果の要旨 

（男女平等参画審議会の構成） 

第14条 条例第22条に規定する東京都板橋区男女平等

参画審議会（以下「審議会」という。）は、次に掲

げる者のうちから区長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 

(２) 関係団体の構成員 

(３) 関係機関の職員 

(４) 公募に応じた区民 

（委員の再任） 

第15条 前条第１号に掲げる者のうちから委嘱した委

員の再任は、２回を超えることはできない。 

２ 前条第２号から第４号までに掲げる者のうちから

委嘱した委員は、再任することができない。 

３ 区長が特に必要と認めるときは、前２項の規定に

かかわらず、再任することができる。 

（会長及び副会長） 

第16条 審議会に会長及び副会長１人を置き、それぞ

れ委員の互選によりこれを定める。 

（会長及び副会長の職務） 

第17条 会長は、審議会を代表し、会務を掌理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、 

その職務を代理する。 

（招集） 

第18条 審議会は、会長が招集する。 

（定足数及び表決数） 

第19条 審議会は、委員の過半数の出席がなければ、

会議を開くことができない。 

２ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって

決し、可否同数のときは、会長の決するところによ

る。 

（意見の聴取） 

第20条 会長は、審議に際し、必要と認めるときは、

関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（幹事） 

第21条 審議会に幹事を置く。 

２ 幹事は、総務部長の職にある者をもって充てる。 

３ 幹事は、会議に出席して意見を述べることができ

る。 

一部改正〔平成20年規則16号・27年21号〕 

（会議の公開） 

第22条 審議会の会議は、公開する。ただし、審議会

の決定により非公開とすることができる。 

（事務局） 

第23条 推進本部、苦情処理委員会及び審議会の事務

局を総務部男女社会参画課に置く。 

一部改正〔平成16年規則17号・22年20号・

27年21号〕 

（委任） 

第24条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、

区長が別に定める。 

付 則 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第６

条から第13条までの規定は、平成15年10月１日から施

行する。 

付 則（平成16年３月26日規則第17号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

付 則（平成17年３月30日規則第13号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成17年４月１日から施行する。（後

略） 

付 則（平成18年３月31日規則第21号抄） 

 （施行期日） 
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１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

付 則（平成19年３月30日規則第24号抄） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

   付 則（平成20年３月21日規則第16号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。（後

略） 

   付 則（平成22年３月31日規則第20号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

付 則（平成23年２月23日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成23年５月31日東京都板橋区規則第

46号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成23年６月１日から施行する。 

付 則（平成24年３月30日東京都板橋区規則第

24号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。（後

略） 

付 則（平成25年３月29日東京都板橋区規則第36

号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

付 則（平成27年３月31日東京都板橋区規則第21

号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

（別表略） 

（様式略） 
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